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社内調査委員会の調査報告書受領に関するお知らせ

当社は、2019 年２月 22 日付「当社子会社による産業廃棄物の不適正処理について」にて公

表いたしましたとおり、当社の連結子会社である株式会社野田バイオパワーJP（本社：岩手県

九戸郡野田村、代表取締役社長：大田直久）における、発電の際に発生する灰の一部を原料と

した造粒固化物の製造・販売の過程において、廃棄物の処理及び清掃に関する法律上、適正な

処理を行っていなかった件につき、外部専門家を含む社内調査委員会を設置して、事実関係解

明のため調査を行ってまいりました。

本日、社内調査委員会より調査報告書を受領いたしましたので、下記のとおりお知らせいた

します。

記

１．調査委員会の調査結果

調査委員会の調査結果につきましては、添付の「調査報告書」をご参照ください。なお、本

報告書においては、個人情報及び機密情報保護等の観点から、個人名及び会社名等につきまし

ては、一部を除き匿名としておりますことをご了承ください。

２．社内調査委員会の調査結果を受けた今後の対応方針

当社及び野田バイオパワーJPは、環境への影響の最小化を最優先事項としており、使用した

造粒固化物については、関係県のご指導に基づき、順次撤去を進めております。なお、撤去に

かかる費用の総額については現在精査中であり、当社連結業績に与える影響が判明次第、適宜

情報開示を行ってまいります。

また、当社及び野田バイオパワーJP は、このようなことを再び起こすことのないよう、再発

防止策の提言に沿って、真摯に再発防止に取り組んでまいります。具体的な再発防止策につき

ましては、決定次第、改めてお知らせいたします。

このたびは、関係自治体をはじめ、すべてのステークホルダーの皆様に、多大なご心配とご

迷惑をおかけいたしました。改めて深くお詫び申し上げます。

以上
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第１ 調査の概要  

１ 社内調査委員会設置の経緯  

日本紙パルプ商事株式会社（以下「当社」という。）の連結子会社である株式会社

野田バイオパワーＪＰ（以下「ＮＢＰ」という。）では，岩手県九戸郡野田村におい

て木質バイオマス発電事業を行うとともに，その発電設備から排出される燃え殻及

びばいじん（以下「焼却灰」という。）を原料として造粒固化物（販売名として，「地

盤改良材」，「緑化基盤材」などの名称が使用されているが，以下では，「造粒固化

物」と総称する。）を製造販売する焼却灰の再資源化事業（以下「灰再資源化事業」

といい，木質バイオマス発電事業と併せて「本件発電事業」という。）が行われてい

た。２０１８年１２月３日頃，ＮＢＰにおいて，造粒固化物の製造販売の過程で，

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「廃掃法」という。）上，適正な処理を行

っていなかったこと（以下「本件不適正処理」という。）が判明した。 

こうした状況を踏まえ，当社は，本件不適正処理に関する徹底的な調査を行うた

め，２０１９年１月２９日開催の当社取締役会において，同日付けで社内調査委員

会（以下「当委員会」という。）を設置することを決議し，当委員会が設置されるに

至った。 

なお，当社は，同年２月２２日付けで「当社子会社による産業廃棄物の不適正処

理について」と題する適時開示を行い，本件を公表した。 

 

２ 調査目的 

当委員会の目的は以下のとおりである。 

①本件不適正処理に関する事実関係の解明及び当社グループ内における本件不

適正処理に関連・類似する事象の調査 

②本件不適正処理が生じた原因究明と再発防止策の提言 

 

３ 当委員会の構成  

当委員会の構成は，以下のとおりである。 

委員長 小林  光 （当社社外取締役／東京大学客員教授 博士（工学） 

元環境事務次官）  

委  員 酒井  諭 （当社常勤監査役） 

委 員 喜多村勝德 （当社社外監査役／丸の内法律事務所弁護士 元裁判官） 

 

なお，調査体制に関しては以下の事情を考慮し決定した。まず，当委員会を設置

するまでの社内調査の結果，本件不適正処理について当社の役員等が組織的に関与

していた疑いは生じていないことを踏まえ，当社の業務フローを熟知している役員

による迅速かつ網羅的な調査を実施することを目的として，当社役員で構成された
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社内調査委員会による体制を選択した。また，その人選に当たっては，業務執行者

でない者を当てることとし，本件不適正処理において産業廃棄物が問題となってい

ることに鑑み，元環境事務次官であった当社社外取締役小林光を委員長とした上，

当社業務フローを熟知している当社常勤監査役の酒井諭及び当社社外監査役で弁

護士である喜多村勝德を委員として構成される委員会とした。  

さらに，不正調査において豊富な経験を有し外部専門家である松田綜合法律事務

所に所属する以下の弁護士らからなる社外調査チームを補助者とすることで，公正

かつ透明性の高い調査を行うことに配慮した。 

        補助者 岩月 泰頼（弁護士 元検察官） 

        補助者 田中 裕可（弁護士） 

        補助者 徐   靖（弁護士） 

        補助者 梅澤  隼（弁護士） 

        補助者 加藤  拓（弁護士） 

         

４ 調査対象期間  

当委員会は，本件発電事業の企画を開始した２０１３年１０月から２０１９年４

月２４日までを調査対象期間とした。 

 

５ 調査の期間及び方法  

（１）調査実施期間  

当委員会は，２０１９年１月２９日から同年４月２４日までの間，次項記載の

調査及び調査結果に基づく検討を行った。 

 

（２）実施した調査方法の概要 

当委員会は，次に掲げる方法及び一般に入手可能な公開情報に基づき，調査を

実施した。 

 

ア 関係資料の入手 

当委員会は，当委員会の依頼に基づき当社，ＮＢＰ，株式会社野田バイオフ

ューエルＪＰ（以下「ＮＢＦ」という。）及び関係企業から提供を受けた書面・

データのうち，当委員会が有意と認めたものを精査した。 

 

イ 現地視察 

当委員会は，２０１９年３月１５日及び同年４月８日にＮＢＰ及びＮＢＦの

敷地内にある木質バイオマス発電設備及び灰再資源化設備を視察調査し，本調

査に有意と認める情報・資料を収集した。 
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ウ ヒアリング 

当委員会は，関係者２０名に対し，合計２２回のヒアリングを実施した。 

なお，当委員会は，ヒアリング対象者に対し，ヒアリングの内容については，

調査中に予定される他のヒアリング対象者に影響を与えるおそれがあるため，

説明の上，一切第三者に口外しないよう要請した。また，ヒアリングは，正確

性を期するため，ヒアリング対象者の了解を得た上ですべて録音し，詳細なヒ

アリング報告書を作成した。 

ヒアリングは，可能な限り委員３名が出席するようにし，例外的に全員が揃

わない場合にも，前記ヒアリング報告書を欠席した委員に共有した。 

 

エ フォレンジック調査 

当委員会は，当社グループが使用しているアーカイブシステムから，本件と

関連性が強いと推認される者らについて，メール及びＳｈａｒｅＰｏｉｎｔに

保存されているデータを保全した。その上で，これらのデータをＰｗＣアドバ

イザリー合同会社が運用するレビュープラットフォームであるＲｅｌａｔｉ

ｖｉｔｙにアップロードした上，データのレビューを行った。 

 

オ オブザーバー 

当委員会は，再生可能エネルギー分野の専門家である日本大学工学部客員教

授坂西欣也氏（以下「坂西氏」という。）に，ＮＢＰにおいて木質バイオマス発

電に伴い排出された焼却灰及び焼却灰を原料に製造された造粒固化物から土

壌環境基準を超過する重金属類が検出された原因についての意見を求めた。 

 

（３）本件調査における前提事項及び限界 

ア 前提事項 

① 当委員会には，調査を行う強制的な権限はなく，当委員会による調査は，

すべて関係者による任意の協力及び資料提供に基づいて行われたものであ

る。 

② 当委員会の調査は，本件不適正処理に関する事実関係を解明し，本件不適

正処理に至った原因を究明することで，今後の再発防止策を策定すること

を目的としており，本件不適正処理に関与した関係者の法的責任又は処分

について分析・検討を行うものではない。 

③ 当委員会が関係者から提供を受け，かつ，事実認定に用いた資料について

は，すべて真正な原本及びその正確な写しである。 

④ バイオマス発電設備から排出された焼却灰及び造粒固化物等に関する数
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量については，２０１９年４月２４日時点においても未だ未確定であり，現

時点での推定値であって，今後の調査状況に伴って変更される。 

 

イ 限界 

① 正確性の限界 

 当委員会は，可能な限り客観的な証拠に基づいた事実認定を行っているが，

客観的な証拠がなく，関係者のヒアリングのみに基づいた事実認定をせざる

を得ない部分もあった。よって，各関係者の記憶違い等があった場合には当

委員会による事実認定及び評価判断を維持できない可能性がある。 

 

② 調査範囲・網羅性の限界 

当委員会は，前記のとおり限られた期間内で，第１の５（２）記載の方法

に基づいて，可能な限り適切と考えられる調査及び検討を実施したものであ

り，本調査報告書で報告する事項は，実施した調査の範囲内で判明したもの

に限定される。そのため，本調査の過程で収集ができなかった情報・資料や

検討を尽くすことができなかった情報・資料がある可能性は否定できず，そ

のような資料が明らかとなった場合，当委員会による事実認定及び評価判断

を維持できない可能性がある。 

 

（４）その他の留意点 

以下では，本件不適正処理を構成すると考えられる個々の問題点に注目しつつ，

事実経過を追う形での整理を行う方針を採った。ただし，同時並行的に複数の事

象が生じている関係上，各項目間に重複した記載が生じているが，上記方針のた

めご理解いただきたい。 
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第２ 前提となる基礎的な事実 

１ 当社及び関係する法人に関する基礎事実 

（１）当社の組織・概要 

当社は，１８４５年，京都において和紙商，越三商店として創業し，日本で洋

紙の生産が開始されると同時に洋紙の取扱いを始めた。その後，１９０２年に本

店を東京に移し，１９１６年に株式会社に改組した。１９７０年には，株式会社

富士洋紙店を吸収合併するとともに，商号を日本紙パルプ商事株式会社と変更し

た。１９７２年には，東京証券取引所市場第二部に株式上場し，その翌年には，

東京証券取引所市場第二部より市場第一部に指定換えされた。 

当社の有価証券報告書によれば，２０１８年３月末時点において，当社の資本

金は，１６，６４９百万円であり，従業員は７０９名である。当社の事業年度は，

毎年４月１日から翌年３月３１日までであり，２０１８年３月期の売上は３１９，

４３３百万円である。また，当社グループは，２０１８年３月末日時点で，当社，

子会社８９社及び関連会社２４社の計１１４社で構成されている。そのセグメン

トは，基幹事業である「国内卸売」を中心に，「海外卸売」「製紙及び加工」「資源

及び環境」「不動産賃貸」にも展開している。 

    

（２）ＮＢＰの組織・概要 

ＮＢＰは，２０１３年２月２２日に木質バイオマス発電事業を行う事業会社と

して，「野田新エネルギー発電株式会社」との名称で設立され，２０１４年７月２

４日，名称を「株式会社野田バイオパワーＪＰ」に変更した。当社は，同月３１

日，ＮＢＰに出資を行い，現在，議決権の７０％を保有している。２０１９年４

月１日現在で，ＮＢＰの資本金は５２０百万円である。ＮＢＰの主要事業は，木

質バイオマス発電事業であるが，付帯事業として燃料用木材チップの破砕加工事

業，燃料用木材チップの乾燥加工事業及び灰再資源化事業も行っていた。ただし，

上記の付帯事業についての具体的な作業等に関しては，ＮＢＦに委託していた。 

    

（３）ＮＢＦの組織・概要 

ＮＢＦは，ＮＢＰの１００％子会社として，２０１５年２月６日に設立された。

ＮＢＦは，２０１９年４月１日現在において，資本金は６，０００万円である。

ＮＢＦの事業内容は，ＮＢＰが行っている木質バイオマス発電事業の付帯事業で

ある「燃料用木材チップの破砕加工事業」，「燃料用木材チップの乾燥加工事業」

及び「灰再資源化事業」である。 

 

（４）Ａ社の概要 

全部事項証明書によれば，事業内容は，「発電，電気及び蒸気の供給に関する事
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業」，「産業廃棄物の収集運搬とその処理」及び「バイオマス燃料及び原材料の加

工・製造・輸出入及び販売」となっている。 

     

（５）Ｂ社の概要 

全部事項証明書によれば，事業内容は，「建設機械の販売，修理業」，「砕石機械

の販売，修理業」，「特殊肥料製造販売」，「土壌改良剤及び肥料の販売」，「産業廃

棄物収集運搬業」及び「産業廃棄物処分業」であり，役員の一部が下記Ｃ社の役

員も兼任している。 

 

（６）Ｃ社の概要 

全部事項証明書によれば，事業内容は，「一般廃棄物及び産業廃棄物の処理業」，

「産業廃棄物のリサイクル及びコンサルティング」及び「砕石の採取及び販売」

等であり，役員の一部が下記Ｄ社の役員も兼任している。 

 

（７）Ｄ社の概要  

全部事項証明書によれば，事業内容は，「産業廃棄物及び一般廃棄物の収集・運

搬及び処理業」，「一般貨物自動車運送事業」，「第一種利用運送事業」，「砕石，山

土，土砂，石材の採取，運搬及び販売」等である。 

 

２ 当社の組織構成及び稟議決裁システム等 

（１）当社ガバナンス体制の概要 

ア 取締役会 

当社は，取締役会設置会社であり，原則として毎月１回の頻度で定時取締役

会を開催している。当社取締役会は，６名の取締役で構成されており，そのう

ち，独立社外取締役２名が選任されている。取締役会では，法令又は定款に定

めるもののほか，当社取締役会規程に定める取締役会決議事項について意思決

定を行うとともに，取締役の職務執行状況の監督を行っている。また，当社取

締役会においては，当社の業務執行の状況が報告される他に，当社関係会社の

業績等も報告される。 

 

イ 経営会議 

当社には，代表取締役会長，代表取締役社長及び統括により構成される経営

会議が設置されている。当社経営会議は，当社会長及び社長を補佐する機関で

あるとされており，当社及び当社グループの経営及び業務執行に関する重要事

項を討議・審議するとともに経営方針及び経営計画を策定する。経営会議は，

原則として毎月２回の頻度で開催され，常勤監査役もオブザーバーとして出席
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している。 

経営会議では，検討事項について結論に至ることを目指して討議・審議され

るが，経営会議での決議・決定は正式な業務執行に関する意思決定とはならな

い。そのため，取締役会決議事項又は稟議事項等に関して経営会議において決

定された場合であっても，改めて取締役会決議又は稟議等が必要となる。 

 

ウ 執行役員・統括 

当社は，執行役員制度を導入しており，２０１８年３月３１日時点で取締役

との兼任者２名を含む２９名が就任し，このうち，社長を補佐し当社グループ

全体を掌握する責任者として「統括」を置いている。統括は業務分野ごとに置

かれ，２０１８年３月末日時点では，洋紙事業統括，板紙事業統括，海外事業

統括，情報技術・機能材事業統括，環境・原燃料事業統括，家庭紙事業統括，

管理・企画統括が置かれている。執行役員のうち，取締役との兼任者及び統括

を担当する者は，当社グループ全体を掌握し，当社グループ全体に共通する経

営目標の達成を目指して重要な経営目標ごとに社長を補佐しており，その他の

執行役員は，本部長，支社長等又は子会社の社長等を担当する。 

 

エ 監査役会 

監査役会は，２０１８年３月末日時点において，社外監査役２名を含む３名

の監査役で構成されている。監査役会は，原則として毎月１回の頻度で開催す

るほか，必要に応じて臨時開催し，取締役会の議案及び取締役の職務執行に係

る事項の監査を行っている。また，代表取締役との連絡会を原則として毎月１

回開催し，監査上の重要課題等について意見交換を行っている。 

 

オ ＣＳＲ委員会 

当社は，ＣＳＲに則った事業活動を推進するため，「ＣＳＲに関する管理規

程」に基づき，全社ＣＳＲ委員会を設置している。全社ＣＳＲ委員会は，社長

を最高責任者とし，常勤取締役（取締役就任予定の統括・副統括を含む），管理

本部本部長及び企画本部本部長により構成される。また，社外監査役を含む監

査役もＣＳＲ委員会のオブザーバーとして参加している。全社ＣＳＲ委員会は，

その下部組織である全社ＣＳＲ推進委員会及び部門別ＣＳＲ委員会とともに

当社グループ全体のコンプライアンス体制を整備する。 

     

カ 内部監査室 

当社は，「内部監査規程」に基づき業務執行部門から独立した内部監査室を

設置し，内部監査を行わせている。内部監査室は，毎年度ごとに監査計画を立
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て，社長による承認のもと，各関連部署と連携・分担して，当社グループの業

務全般に関し，法令，定款及び社内規程の遵守状況，職務執行の手続き及び妥

当性等について，監査を実施し，社長へ報告を行う。内部監査において，指摘・

提言事項が生じた場合，その翌年にかけて対象会社に対しフォローアップを行

っている。      

 

キ 内部通報制度 

当社は，「企業倫理ヘルプライン運用規程」に基づいて，当社及び当社の関係

会社1の役職員が当社の経営に重大な影響を与える可能性のある事項（法令違

反，社内不正行為，人事労務関連，ハラスメント及びその他の事項）について

社内及び社外の専用窓口に実名又は匿名で通報・相談できる制度として，「企

業倫理ヘルプライン制度」（以下「本制度」という。）を整備・運用している。

本制度の運営主管部門は，管理本部総務部であり，社内の専用窓口も同部が担

っている。 

本制度の運用が開始された２００５年以降，２０１８年度末までの通報件数

は合計８１件である。 

本制度の運用開始後，２００６年度を除いて，毎年通報実績がある。また，

２０１０年度以降，通報件数は増加傾向にあり，２０１６年度ないし２０１８

年度の通報件数はいずれも最多の１４件であった。通報件数のうち７８％は当

社グループ会社の役職員からの通報であったことから，本制度は，当社のみで

はなく当社グループ全体に認知されていることが推察される。 

 

（２）各グループ会社の経営管理 

当社は，関係会社管理規程に基づき，各社について第一次管理責任者，第二次

管理責任者及び第三次管理責任者といった管理責任者を置き，重要事項について

は当社代表取締役に承認を得るとともに，必要に応じて当社取締役会での承認，

報告が行われている。第三次管理責任者は，管理・企画統括が就任し，第二次管

理責任者は，各事業部門統括又は第三次管理責任者が特に指名した者が就任し，

第一次管理責任者は原則第二次管理責任者が指名した者が就任する。また，当社

において，第一次管理責任者の役割を補佐するため，当社の関係会社に関する管

理担当部署（以下｢管理担当部署｣という。）が設置されており，管理担当部署は，

①各グループ会社の事前承認事項についての受付窓口，②事後報告事項のとりま

とめ・報告窓口，③第一次管理責任者が行うべき，関係会社に対する適宜の経営

上の指導，助言支援等の代行等の役割を担っている。 

  

                                                   
1 「関係会社管理規程」における子会社及び関連会社 A に限る。 
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（３）取締役会決議，稟議及び決裁システム 

ア 取締役会決議事項 

当社において，株主総会に関する事項，取締役に関する事項及び重要な業務

執行に関する事項等の重要事項の決定は，取締役会規程に基づき，取締役会決

議事項と定められている。その中で，１件１億円以上の出資は重要な出資に関

する事項として取締役会決議事項となっている。 

 

イ 本部稟議 

当社において，出資や１件１，０００万円以上の固定資産の取得等の重要事

項については当社稟議規程に基づき本部稟議事項であると定められており，会

長及び社長の決裁を受けなければならない。取締役会規程により取締役会決議

事項となっている重要事項についても，取締役会固有の権限に属する事項を除

き，本部稟議として決裁を受けなくてはならない。 

なお，下記関係会社管理規程に基づく事前承認事項のうち一定の重要事項は，

本部稟議事項に該当する。 

 

ウ 事前承認 

当社の子会社2又は関連会社3（以下，併せて「関係会社」という。）において

                                                   
2 子会社とは，次の要件を満たす会社である。 

①当社が所有する議決権割合が 50％超の会社 

②当社が所有する議決権割合が 40％以上，50％以下で子会社が所有する議決権を合計

した議決権割合（以下，所有議決権割合）が 50％超の会社 

③当社が所有する議決権割合が 40％以上，50％以下又は当社及び子会社が所有する所

有議決権割合が 50％超で以下の要件を満たす会社 

イ.当社の役職員又は出身者等が取締役会その他これに準ずる機関の構成員の過半数を

占めている会社， 

ロ.当社及び子会社が貸借対照表に計上されている資金調達額の総額の過半について融

資している会社， 

ハ.当社又は子会社と重要な財務及び営業又は事業の方針の決定を支配する契約等が存

在する会社， 

ニ.当社又は子会社が意思決定機関を支配していることが推測される会社 
3 関係会社とは，子会社以外の会社で次の要件を満たす会社である。 

①当社が所有する議決権割合が 20％以上の会社 

②当社の議決権割合が 15％以上，20％未満又は当社及び子会社が所有する所有議決権

割合が 20％以上で以下の要件を満たす会社 

イ.当社の役職員又は出身者等が代表取締役，取締役又はこれらに準ずる役職に就任し

ている会社 

ロ.当社及び子会社が重要な融資を行っている会社 

ハ.当社又は子会社が重要な技術を提供している会社 

ニ.当社又は子会社と重要な販売，仕入その他営業上又は事業上の取引がある会社 
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重要事項の決定は，関係会社管理規程に基づき本社の事前承認を受けなければ

ならない。事前承認事項は，会社の設立に関する事項，合併及び業務提携に関

する事項，１件３，０００万円以上の財産の得喪失および投融資並びに債務保

証に関する事項又はその他重要事項である。事前承認事項に対する当社の最終

承認は，原則当社会長が行う。事前承認事項のうち，会社の設立に関する事項

等，特に重要な事項については，本部稟議事項となる。 

 

エ 事後報告 

当社関係会社は，事業報告，株主総会議事録，取締役会議事録，その他第一

次管理責任者が必要と認めた事項等について，当社に事後報告する。事後報告

は，関連会社から当社における当該関連会社を所管する管理担当部署及び第二

次責任者である統括に送られる。 

 

（４）ＮＢＰ及びＮＢＦの関連部署 

ア 管理担当部署 

当社において，上記のとおり，第一次管理責任者の役割を補佐するため，管

理担当部署が設置されているところ，ＮＢＰの管理担当部署は，管理本部関連

事業管理部である。 

   

イ 業務担当部署 

当社は，環境・原燃料事業を所管する部署として，環境・原燃料事業本部（以

下「環境事業本部」という。）を設置している。環境事業本部の下部組織とし

て，資源・環境事業部があり，資源・環境事業部は，再生可能エネルギー事業

に関する業務及び廃棄物処理事業に関する業務等を所管しており，ＮＢＰ及び

ＮＢＦが行っていた事業の支援を担当していたのは，当該資源・環境事業部で

ある。上記管理担当部署との役割分担に関しては，資源・環境事業部は業務執

行部署として，ＮＢＰ及びＮＢＦの行う事業を支援する役割を担っているのに

対し，管理本部関連事業管理部は管理担当部署として，ＮＢＰ及びＮＢＦの予

算，業績及び経営管理全般を支援する役割を担っている。 

  

                                                   

ホ.当社又は子会社が財務及び営業又は事業の方針の決定に対して重要な影響を与える

ことが推測される会社 
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第３ バイオマス発電事業及び灰再資源化事業の企画経緯並びにＮＢＰとＮＢＦの設

立・運営状況等 

１ 木質バイオマス発電事業及び灰再資源化事業の企画・立案 

（１）企画経緯 

ア Ａ社との関係構築及び検討状況 

（ア）Ａ社からの事業提案 

Ａ社は，ＦＩＴ法4の施行に伴い，各地でバイオマス発電事業のスキーム

作りを行っている中で，参画を希望する新たな事業者に対して開発した事業

スキームを譲渡しようとしていた。当社は，それまでＡ社との間で取引はな

かったが，Ａ社の事業内容が新聞記事に掲載されたことをきっかけに，当社

の環境事業の担当者において，２０１３年１０月にＡ社の担当者と面談を行

った後，Ａ社との間で，上記事業への参画について協議するようになった。

なお，この時点で，当社及び当社グループ会社において焼却灰を造粒固化し，

再資源化する事業は行われていなかった。 

 

（イ）Ａ社との定例会議の開催 

     ⅰ．定例会議の概要 

当社は，２０１４年４月以降，Ａ社と「野田バイオマス発電プロジェク

ト」に向けて協議をするために，２０１６年２月末まで概ね毎週月曜日に

定例会議を開催するようになった。同定例会議に参加していたＡ社側の主

な担当者は（ａ）氏及び（ｂ）氏を中心にその他技術担当者等が参加して

いた。他方，当社側は，（ｃ）氏（２０１４年４月１日時点において，環境

事業本部所属），（ｄ）氏（２０１４年４月１日時点において，環境事業本

部所属），（ｅ）氏（２０１４年４月１日時点において，環境事業本部所属），

（ｆ）氏（２０１４年４月１日時点において，環境事業本部所属），（ｇ）

氏（２０１４年４月１日時点において，経営企画本部所属）及び（ｈ）氏

（２０１４年１０月１日より環境事業本部配属本部長付，本会議へも同月

頃より参加）が主に同会議に出席し，重要な決定事項等がある際には，（ｉ）

氏（２０１４年４月１日時点において，常務執行役員 環境事業本部 本

部長）も出席していた。なお，２０１４年４月１日時点において，当社側担

当者に灰再資源化事業の経験を有する者はいなかった。 

 ⅱ．当時の注力事項 

定例会議では，主要事業である木質バイオマス発電事業のスケジュール

                                                   
4 電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法。FIT とは，固定

価格買取制度のことで，太陽光などの再生可能エネルギーによって発電した電気を定めら

れた価格で一定期間買い取ることを電力会社に義務付ける制度である。 
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確認，流動層ボイラー（以下，単に「ボイラー」ともいう。）等の設備発注，

補助金申請の状況及び燃料の調達に関する事項が主な議題となっていた。

また，灰再資源化事業を含む付帯事業についても，同会議で議論されてい

たものの，主に，設備投資，資金調達，補助金関連事項及び事業会社とし

て別会社を設立するか否か等が議題となっていた。この点，２０１５年６

月及び２０１５年１１月に開催されたＡ社との定例会議において，当社環

境事業本部担当者が，造粒固化物から重金属が検出されることへの懸念，

造粒固化物を廃棄物認定された場合のリスク及びスキーム全体のリーガ

ルチェックの必要性に言及しているものの，その後これらの事項について

検討された形跡はなく，結果として，同定例会議において，焼却灰のスキ

ーム全体の法的なリスクについて注力して検討はなされなかった。 

  

（ウ）Ａ社との契約締結 

当社，Ａ社及びＡ社の子会社であった野田新エネルギー発電株式会社（現

ＮＢＰ）は，２０１４年７月に，木質バイオマス発電共同事業に関する契約

を締結した。その後，ＮＢＰは，本件発電事業の商業運転開始後の２０１６

年９月，Ａ社と木質バイオマス発電事業支援コンサルタント契約を締結し，

発電所を安定運営させるための提案，助言及び情報の提供等の助成業務並び

に灰再資源化事業についての評価，検証，改善への提案及び助言業務を委託

した。 

 

イ 企画していた木質バイオマス発電事業及び灰再資源化事業の概要（別紙 資

料１，別紙 資料２参照） 

（ア）野田村木質バイオマス発電事業の概要・企画・事業計画 

野田村バイオマス発電事業では，森林未利用材5（原木），一般木材（剪定

枝，バーク6），椰子殻（ＰＫＳ）などの木材を燃料としてボイラーを利用し

て発電し，発生した電力を電力会社に売却することが企画されていた（各燃

料のイメージは写真１～３のとおり）。 

木質バイオマス発電事業においては，未利用材等を燃料としてボイラーで

燃やすことで発電を行うところ，当初の事業計画時から，燃料に使用する木

質バイオマス燃料の性質について，未利用材等１００％天然由来の木質燃料

であるため，重金属等の有害物質は含まれないとの前提で進められていた。 

                                                   
5 森林未利用材とは，伐採されながら利用されずに林地に放置されている未利用間伐材や

主伐残材といったもの（『木質バイオマス発電・証明ガイドライン Q&A』問 2-3 参照）の

ことである。 
6 バークとは，樹木の皮のことである。 
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なお，日本エネルギーバイオマス協会や２０１７年６月付け北海道庁作成

の「焼却灰（天然木由来）の利用の手引き」によれば，１００％天然由来の

木質燃料にも重金属類が含まれている場合があり，焼却灰を有効利用する場

合には焼却灰の性状等の確認を行うべきである旨が指摘されている。 
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写真１ 未利用材チップ 

 

     

 

写真２ バークチップ            写真３ ＰＫＳ 
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（イ）灰再資源化事業の概要 

ⅰ．概要 

灰再資源化事業は，木質バイオマス発電設備にある流動層ボイラーを稼

働させたときに流動層ボイラーから排出される焼却灰を場内自社処理設

備内にて，混合器で固化材と混ぜることで灰に造粒固化処理を施し，造粒

固化物を製造するというものであった。ただ，場内自社処理ではあるもの

の，灰再資源化事業に係る作業自体はＮＢＦに業務委託することとなった。 

また，焼却灰のうちフライアッシュ（以下「ＦＡ」ともいう。）について

は，肥料取締法に基づく届出を行う前提で，造粒固化処理をせず，そのま

まの状態で特殊肥料として販売することも予定されていた。なお，流動層

ボイラー並びに焼却灰であるフライアッシュ，ボトムアッシュ（以下「Ｂ

Ａ」ともいう。）及び２３ＰＡの概要は，以下のとおりである。 

流動層ボイラー 珪砂などの流動媒体を燃焼空気で吹き上げ，燃料とと

もに流動化し，効率よく固気混合し燃焼させるボイラ

ー。 

フライアッシュ 

(ＦＡ) 

燃焼排ガスに含まれるばいじん（すす及び灰の類）を

ろ過式集塵装置（バグフィルター）で回収したもの。

飛灰ともいう。 

２・３パスアッシュ

（２・３ＰＡ） 

燃焼排ガスに含まれる珪砂などの流動媒体，燃料の未

燃分及びばいじん（すす及び灰の類）であり，ろ過式

集塵装置手前で回収したもの。 

ボトムアッシュ 

（ＢＡ） 

炉の底部から排出される燃殻。燃料に混入していた不

燃性の異物（砂利等）及び珪砂などの流動媒体。炉底

灰ともいう。 

 

ⅱ．造粒固化物を製造する原料として使用する焼却灰の種類 

実際に完成した灰再資源化設備には，ＦＡを混合機に入れるラインとＢ

Ａと２３ＰＡを混合機に入れるラインが別々に設置され，いずれのライン

にも混合機につながるコンベアが用意されている。そのため，設備設計上，

ＦＡ，ＢＡ及び２３ＰＡのすべてを固化材と混合し，造粒固化物を製造す

るものと予定されていた。 

 

ⅲ．造粒固化物の性状 

灰再資源化設備の仕様として，処理物（造粒固化物）の性状については，

以下のとおり重金属の溶出に関して土壌環境基準を超えないことが予定

されていた。 
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項目 共通仕様 備考 

粒径 50ｍｍ以下  

強度 JIS A 1228 

コーン指数：800ｋN/ 

 

重金属等溶出 環告第 46号を満足する 

〔対象項目〕 

水銀，カドミウム，鉛，六価クロム，砒素，

セレン，フッ素，ホウ素 

元灰の品質による 

 

（２）Ｂ社を紹介された経緯及びＢ社の役割 

もともと灰再資源化事業は，Ｂ社において企画・推進していた事業であった。 

Ｂ社は，灰再資源化事業を進める会社として，Ａ社から当社に紹介されており，

Ａ社との定例会議に参加することもあった。 

なお，当社は，灰再資源化事業も含めた本件発電事業全体に関して，Ａ社から

助言を受けて進めていたため，Ｂ社に対しては，灰再資源化設備の販売元という

認識であった。ただ，実際には，Ｂ社は，灰再資源化設備の建設，焼却灰の造粒

固化に必要な固化材の販売，灰を造粒固化した製品の売却先の紹介等も行ってい

た。 

 

（３）木質バイオマス発電事業参画に関する当社における決議，稟議等 

（ｉ）氏，（ｄ）氏及び（ｇ）氏は，２０１４年３月１９日に開催された当社の

経営会議において「木質バイオマス発電事業への経営参画検討の件」を議題とし

て上程した。その際，（ｉ）氏は，２０１４年４月に新しく発足する環境事業本部

において，環境事業で早期に１０億円の利益を確保するためには，本件発電事業

のような収益性が高い案件に取り組む必要がある旨主張した。また，Ａ社につい

ては事業パートナーとして，ＰＫＳの調達事業や新燃料の開発，その他海外にお

ける環境関連事業の開発など，将来の相乗効果が期待できることなどを強調した。

ただし，同日の経営会議において，灰再資源化事業については特段議論の対象と

されなかった。その後，木質バイオマス発電事業への経営参画に関して数度の経

営会議が開催され，最終的に，２０１４年７月３日に開催された経営会議におい

て，木質バイオマス発電事業の事業計画は承認され，同月１７日に，木質バイオ

マス発電事業への参画を前提に，Ａ社及び野田新エネルギー発電株式会社（現Ｎ

ＢＰ）と「木質バイオマス発電共同事業に関する契約書（案）」を締結することが

承認された。 

経営会議において，木質バイオマス発電事業への参画が承認されたことから，

環境事業本部は，同年７月１８日，木質バイオマス発電事業への参画について本
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部稟議をあげ，同月２２日，その決裁を受けた。 

その上で，当社は，同年７月２４日，取締役会決議において，木質バイオマス

発電事業を行う事業会社として，Ａ社が設立していた野田新エネルギー発電株式

会社（現ＮＢＰ）への出資（７億円）を承認した。 

その後，当社は，２０１５年１月２７日，本部稟議により，灰再資源化事業を

含む付帯事業を行うＮＢＰの子会社としてＮＢＦを設立することを承認した。 

しかし，当社が上記決議及び稟議の決裁を行う際，灰再資源化事業のスキーム

全体について，リーガルチェックを経た形跡は認められない。 

 

２ ＮＢＰへの出資（名称変更），組織構成及び運営状況 

（１）ＮＢＰの設立 

野田新エネルギー発電株式会社は，２０１４年７月２４日，その名称を「株式

会社野田バイオパワーＪＰ」に変更し，当社は，同月３１日，ＮＢＰに７億円の

出資を行った。 

 

（２）組織構成 

ＮＢＰの２０１９年４月１日現在の組織図は，以下のとおりである。 
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（３）役員構成 

ＮＢＰの役員は，主に当社環境事業本部からの出向者及びＡ社の従業員（但し，

２０１８年７月１日からはＡ社の取締役に就任）であった（ｂ）氏で構成されて

いた。そのうち，（ｃ）氏は当社がＮＢＰに出資して以降から現在に至るまで代表

取締役に就任し，（ｂ）氏は，当社による出資以降専務取締役として，２０１８年

６月２０日からはＮＢＰ監査役に就任していた。なお，（ｂ）氏は，本件発電事業

を企画段階から担当しており，当社がＮＢＰに出資後も同社の役員に就任して同

事業の運営を任されていた。 

 

株主総会

取締役会

代表取締役

執行役員総務部
長

総務課長

総務課

技術統括部長

技術統括担当部
長

メンテナンス統
括

機械設備メンテ担
当兼オペレーター

補佐

電気設備メンテ担当兼
オペレーター補佐

オペレーター統
括

オペレーター
（１班～４班）

燃料部長

燃料・発電運営
統括

FIT管理担当

燃料配車担当

燃料調達担当

灰処理担当

渉外部長

渉外課長

顧問

監査役
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（４）ＮＢＰの事業内容の概略 

ア バイオマス発電事業 

ＮＢＰの主要事業は，森林未利用材（原木），一般木材（剪定枝，バーク），

椰子殻（ＰＫＳ）をボイラーで燃焼させ，発電を行い，その電力を電力会社に

売却する木質バイオマス発電事業である。ＮＢＰは，２０１６年６月から，木

質バイオマス発電事業の商業運転を開始し，商業運転開始後初年度（２０１７

年３月期）から，ＮＢＰ全体で，売上高２，１８２百万円，経常利益２２６百

万円，当期純利益２２３百万円を計上した。２０１８年３月期もＮＢＰ全体で，

売上高２，９５６百万円，経常利益３４９百万円，当期純利益２４８百万円を

計上している。なお，２０１６年３月期は，商業運転開始前であったため，売

上げは無く，経常損失及び当期純損失はいずれも７４百万円であった。 

 

イ 燃料の乾燥・破砕・切削業務 

ＮＢＰが木質バイオマス発電事業を行うためには，燃料を乾燥，破砕及び切

削（以下「燃料製造業務」という。）が必要となるところ，ＮＢＰは，これらの

燃料製造業務を，ＮＢＦに委託していた。 

 

ウ 灰再資源化事業 

上記のとおり，木質バイオマス発電事業は，未利用材やバーク等の木材を流

動層ボイラーで燃焼させ発電を行う事業であるため，木質バイオマス発電事業

は必然的に焼却灰を発生させる。 

そこで，ＮＢＰは，木質バイオマス発電事業の付帯事業として灰再資源化事

業も行うこととし，事業から発生する焼却灰を自社処理して，土壌改良材等や

特殊肥料として販売することとしていた。ただし，灰再資源化事業の具体的な

作業については，ＮＢＰの１００％子会社であるＮＢＦに委託していた。 

 

（５）灰再資源化事業に関するリーガルチェックの状況 

ＮＢＰは，２０１６年８月３日，Ａ社側の法律事務所に対し，ＮＢＰからＮＢ

Ｆに対する灰再資源化事業に関する業務委託をする上で，ＮＢＦにおいて廃掃法

上の処理業者の許可が必要であるかについて，意見照会を行っている。 

他方，ＮＢＰは，造粒固化物の廃棄物性について，書面による意見書を受け取

っていない。ただ，ＮＢＰから排出された焼却灰を造粒固化した製品が廃棄物で

はなく有価物となる理由について，Ａ社側の弁護士が２０１３年６月２８日付け

環廃産発第１３０６２８２号7をＮＢＰの担当者に示しつつ説明したことがあっ

                                                   
7 「規制改革実施計画」(平成 25 年 6 月 14 日閣議決定)において平成 25 年 6 月中に講ずる

こととされた措置(バイオマス資源の焼去灰関係について(通知)) 
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た。 

他方，灰再資源化事業全体のスキームについて，リーガルチェックを経たと認

められる資料は見当たらなかった。 

 

３ ＮＢＦの設立，組織構成及び運営状況 

（１）ＮＢＦ設立の経緯 

ＮＢＰは，２０１５年２月６日，ＮＢＰの付帯事業（燃料製造業務，灰再資源

化事業等）を行う１００％子会社として，ＮＢＦを設立した。 

ＮＢＦを設立する理由について，当社の２０１５年１月２７日決裁の本部稟議

において以下のように説明されていた。すなわち，①電力費は現行制度上別法人

化することにより，ＮＢＰが発電した電力を使用する事なく売電に回すことがで

き，付帯事業は安価な東北電力からの買電で賄うことができるため，その際の買

電価格と売電価格の差額でコストを削減することができる，②ＮＢＰは既に付帯

事業を別法人化する前提で２０１４年度のＦＩＴ設備認定を申請してしまってお

り，プロジェクトをスケジュールどおり進めるためには，予定どおり別法人化す

る必要がある，とのことであった。 
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（２）ＮＢＦの組織図 

ＮＢＦの２０１９年４月１日現在における，組織図は以下のとおりである。 

 

（３）ＮＢＰとの関係 

ＮＢＰは，２０１６年７月１日，ＮＢＦと業務委託契約を締結し，①未利用材

の丸太切削チップ化及びバークの破砕チップ化を行う切削・破砕業務，②チップ

の水分を抜く乾燥業務，③①②に定める業務に付帯関連する一切の業務を委託し

た。また，その後，ＮＢＰは，２０１６年９月２６日，ＮＢＦと業務委託契約書

を締結し，④ＮＢＰのバイオマス発電設備から発生する燃え殻及び砂の処理業務

（灰再資源化事業）を委託した。なお，２０１７年４月１日に，④について，業

務内容に関する記載が「燃え殻及び砂の処理業務」から「燃え殻の処理業務」に

変更されている。 

ＮＢＦの業務は，ＮＢＰの管理下に置かれており，ＮＢＰが事業を行う敷地と

ＮＢＦが業務を行う敷地は同じ敷地内であり，また，ＮＢＦの従業員は，ＮＢＰ

から出向した者で構成されていた。さらに契約上，特に，④灰再資源化業務につ

いては，ＮＢＰがＮＢＦに対し処理設備の管理方法等に関する具体的な指示を行

い，処理設備の維持管理責任はＮＢＰが負うこととなっていた。加えて，ＮＢＦ

株主総会

取締役会

代表取締役社長

取締役

統括

燃料受入班 燃料投入班長

燃料投入班（１
班～４班）

灰処理・環境衛
生担当

野田村森林組合
担当

監査役
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による具体的な業務遂行についても，ＮＢＰが定める「野田バイオマス発電事業

に関わる燃殻に関する管理手順」に基づき行うものとされていた。 

 

（４）Ｂ社との取引及び契約関係 

ＮＢＦは，２０１５年２月２７日，Ｂ社と灰再資源化設備請負契約を締結し，

灰再資源化設備の建設を発注しているところ，同設備には，以下の性能が保証さ

れていた。 

①処理対象物 

 ・木質灰（乾灰） 

 ・燃え殻（乾鉱さい） 

②処理物（造粒固化品）の性状 

項目 共通仕様 備考 

重金属等溶出 環告第 46号を満足する 

〔対象項目〕 

水銀，カドミウム，鉛，六価クロム，砒素，

セレン，アッ素，ホウ素 

元灰の品質による 

また，焼却灰を造粒固化するためには，固化材が必要となるが，Ｂ社はＮＢＦ

に固化材を販売していた。 

 

（５）予定されていた灰再資源化フロー 

灰再資源化設備の設計上，焼却灰の再生処理に係る想定されていたフローは，

以下のとおりである。ただし，実際の運用は，設備設計上予定されていたフロー

と異なっているところ，第４－４（４）において詳述する。 

①ＦＡの流れ 

バグフィルターで集められた灰（ＦＡ）は，ＦＡサイロに入れられ，ＦＡサ

イロ下の加湿器で加水される。その後ＦＡはコンベアで混合機に運ばれ，そこで

固化材と混ぜられ完成品（造粒固化物）としてテント倉庫に保管される。 

②２３ＰＡ及びＢＡの流れ 

２３ＰＡ及びＢＡは，流動層ボイラー下に貯められるコンテナから採取され

た後，一旦テント倉庫に保管され，その後，ＮＢＦのオペレーターにより，ホイ

ールローダーで２３ＰＡ・ＢＡ投入ホッパーに投入される。その後，コンベアで

クラッシャーに運ばれ，粉砕された後，混合機にて固化材と混ぜられ完成品（造

粒固化物）となる。その後，搬出されるまでテント倉庫に保管される。 

 

第４ 各地方自治体に対する造粒固化物の搬出状況 

前記のとおり，本件発電事業は，当社において，取締役会の承認を経て，２０１
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６年６月頃から，ＮＢＰ及びＮＢＦにおいて，木質バイオマス発電設備及び灰再資

源化設備の操業を開始した。 

灰再資源化設備において製造した造粒固化物を製品として利用するためには各

地方自治体による了解が必要であったところ，ＮＢＰは，前記設備の操業以前から，

岩手県との間で造粒固化物の有効利用について交渉を続けるも了解を得られず，同

操業開始後，山形県から十分な確認を得ないまま同県内への造粒固化物の販売・搬

出を実行し，さらには福島県との交渉を経て同県内への造粒固化物の販売・搬出を

実行した（その後，ＮＢＰが関与しないところで，福島県内に販売した造粒固化物

が宮城県内へ転売・搬出された。）。 

ＮＢＰは，造粒固化物の有価物販売のため，山形県との間で交渉を進めていたも

のの明確な確証を得られないまま造粒固化物を搬出し，さらに福島県との間では約

束に反した品質の造粒固化物を搬出していた。 

 

１ 岩手県との交渉経緯 

（１）交渉経過 

当社が本件発電事業に参画後，ＮＢＰは，岩手県との間で造粒固化物を有価物

として販売できるように交渉を続けたが，岩手県から，一貫して産業廃棄物であ

るとの判断を示され続けた。 

 

（２）マニフェストの取扱い 

ア Ｃ社への搬出について 

ＮＢＰは，後記のとおり造粒固化物が山形県内で有価物となると考えていた

ことから，Ｃ社に販売して山形県内に搬入する際に，マニフェストの管理はし

ていなかった。 

この点，排出事業者は，産業廃棄物の運搬又は処分を委託する場合，産業廃

棄物の引渡と引換えに，必要事項8を記載したマニフェスト（管理票）を運搬受

                                                   
8 マニフェストの記載事項（廃掃法施行規則第 8 条の 21 第 1 項） 

一 管理票の交付年月日及び交付番号 

二 氏名又は名称及び住所 

三 産業廃棄物を排出した事業場の名称及び所在地 

四 管理票の交付を担当した者の氏名 

五 運搬又は処分を受託した者の住所 

六 運搬先の事業場の名称及び所在地並びに運搬を受託した者が産業廃棄物の積替え又

は保管を行う場合には，当該積替え又は保管を行う場所の所在地 

七 産業廃棄物の荷姿 

八 当該産業廃棄物に係る最終処分を行う場所の所在地 

九 中間処理業者（次号に規定する場合を除く。）にあっては，交付又は回付された当

該産業廃棄物に係る管理票を交付した者の氏名又は名称及び管理票の交付番号 
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託者又は処分受託者に交付しなければならない（廃掃法第１２条の３，廃掃法

施行規則第８条の２１第１項）。また，排出事業者は，運搬受託者，中間処理業

者及び最終処分業者からそれぞれ運搬，処理及び最終処分が終了したことを報

告する管理票（以下，運搬終了の報告に係る管理票を「Ｂ票」，処分終了の報告

に係る管理票を「Ⅾ票」，最終処分終了の報告に係る管理票を「Ｅ票」という。）

の写しの送付を受け，それらを，各受託者からの送付を受けた日から５年間保

存しなければならない（廃掃法第１２条の３第６項）。 

しかし，運送段階までは産業廃棄物に該当するものの，引取側に到着した時

点で有価物となる場合には，最終処分場所は有価物となった場所となり，かつ

処分受託者が存在しなくなることから，マニフェストはＢ票までの管理で足り

ることとなる。 

 

イ Ｄ社への搬出について 

ＮＢＰがＤ社に対して造粒固化物を販売し，福島県内に搬入させた状況の詳

細は，後記第４－４のとおりである。そして，ＮＢＰは，福島県内に造粒固化

物を搬入させる際，後記のとおり造粒固化物が福島県内で有価物となると考え

ていたことから，Ｄ社に販売して福島県内への搬入に伴うマニフェストの取扱

いについては，Ｂ票管理までとした。 

  

２ 山形県に対する搬出 

（１）経緯 

ＮＢＰは，２０１６年５月１２日，Ｂ社からメールで，Ｃ社が発電所引取り１

トン当たり１００円の条件で緑化基盤材を購入する意思を有しており，Ｂ社が担

当役所に相談したところ基本問題がない旨の連絡を受けた9。 

そのため，ＮＢＰは，Ｃ社と新たに取引を開始することとし，２０１６年６月

１０日，Ｃ社との間で，同月１３日からの１年間，造粒固化物を山形県内に搬出

することを前提に，紹介者であるＢ社を連帯保証人として，年間７，０００トン

を限度とし，「木質灰（無害品）を造粒固化した」造粒固化物を１トン当たり１０

０円で販売することを内容とする売買基本契約を締結した。 

                                                   

十 中間処理業者（当該産業廃棄物に係る処分を委託した者が電子情報処理組織使用事

業者である場合に限る。）にあっては，当該産業廃棄物に係る処分を委託した者の氏名

又は名称及び第 8 条の 31 の 2 第三号に規定する登録番号 

十一 当該産業廃棄物に石綿含有産業廃棄物が含まれる場合はその数量 
9 ただし，後記第 4-2（3）のとおり，山形県に対する販売の可否の確認方法には問題があ

り，山形県によれば，残土の搬入については承認したが，造粒固化物の利用については廃

棄物対策を所掌する部署に相談が必要であると B 社に口頭で伝えていたとのことであっ

た。 
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（２）稟議状況 

このとき，ＮＢＰは，当社法務課に売買基本契約書のレビューを依頼して当社

による確認を得た上，２０１６年６月１０日付け捺印請求を通じて社内決裁を行

っている。 

 

（３）造粒固化物（緑化基盤材）の説明内容及び訪問状況 

ア 山形県 

ＮＢＰは，Ｃ社に造粒固化物を販売する際，Ｂ社を通じて山形県に確認をとって

いたようであるが，相談していたのは廃棄物対策を所掌する部署ではなく，またＮ

ＢＰ自身が直接的に山形県に販売の可否を確認することもしていなかった。 

 

イ Ｃ社 

造粒固化物の原料及び製造工程の内容について，ＮＢＰからＣ社に対して説

明した内容を裏付ける資料は，見当たらない。 

 

（４）実際に搬出した造粒固化物の仕様 

ＮＢＰは，２０１６年６月２３日から同年７月１４日までの間に，Ｃ社に対し，

１７回にわたり，造粒固化物を緑化基盤材として合計２４４．５５トンを販売し

た。この販売した造粒固化物は，ＦＡに加え，２３ＰＡを原料に，固化材と水を

混合して製造したものである（別紙 資料３参照）。もっとも，実際には，当該造

粒固化物は，法面の埋め戻しのために利用されていた。 

造粒固化物の製造工程について，現場での作業従事者は，そもそも２３ＰＡを

造粒固化するための設備が設置されていることもあり，（ｂ）氏がＢ社から確認を

得たとして行った指示に従っていた。 

他方，ＮＢＰは，２０１６年６月１６日に採取したＦＡの試料について，Ｉ社

に提出し，環境分析測定（以下，単に「分析」ということがある。）を依頼したと

ころ，同年７月６日に発行された分析結果においてＦＡから土壌環境基準値を超

える鉛及び六価クロムが検出され，さらに採取日は不明であるが，同月１１日に

Ｈ社に環境分析測定を依頼し，同月２１日に発行された分析結果でも，ＦＡから

土壌環境基準値を超えるセレンが，造粒固化物（緑化基盤材）から土壌環境基準

値を超えるセレン及びホウ素が検出されていた。 

この点，ＮＢＰの燃料発電運営統括である（ｊ）氏は，土壌環境基準値を超過

していることについて（ｂ）氏に確認しているところ，同人からは，現地で砂と

５対５や５対６などで混ぜるから問題ないとの見解を得て，そのまま進めている。 

なお，同年７月８日に採取した造粒固化物（緑化基盤材）の試料について，Ｇ
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社で分析した結果（以下「２０１６年７月２０日付け分析結果報告書」という。）

が同月２０日にＮＢＰ宛に発行されており，分析結果は，土壌環境基準値内とな

っている。しかし，当該分析について，ＮＢＰは費用を負担しておらず，かつ仙

台市にある事業所で実施されているところ，（ｂ）氏によれば，当該分析に係る試

料はＢ社が利用地で採取したもので，ＮＢＰを宛先として分析を依頼していたも

のであるとされる。 

 

（５）山形県に対する搬出方法 

売買基本契約書には，工場渡しを条件として，造粒固化物を工場から出荷する

際，ＮＢＰのトラックスケールで計量，記録された重量を検収書として発行し，

その写しをＣ社に引き渡す旨が定められている。なお，運搬費に関する定めはな

い。 

 

（６）山形県による指導内容 

その後，山形県からＣ社に指導がなされ10，ＮＢＰは，２０１６年７月１５日以

降，造粒固化物の販売を停止していた。そして，同年９月２９日，（ｃ）氏及び（ｂ）

氏が山形県を訪問した際，山形県では，搬出された造粒固化物を廃棄物と判断す

る旨の回答がなされた。 

その後，ＮＢＰは，後記のとおり，福島県に対する搬出が認められたことを前

例として，山形県との間で造粒固化物や製造工程に関する説明を行い，造粒固化

物の販売が認められるよう協議を続けたが，山形県との関係では，本件発覚に至

るまで，山形県内に造粒固化物を再び搬出することは認められなかった。 

 

３ 山形県内への排出停止後の灰の管理状況等 

ＮＢＰは，山形県内への造粒固化物の搬出を止めた２０１６年７月１５日から，

造粒固化物を製品として搬出することができなくなった。ＮＢＰは，ボイラーの簡

易点検が終了した同月２９日以降，当面の間，発生したＢＡに加え造粒固化物も敷

地内に保管することとし，ＢＡについて敷地内の砂利敷き部分（現在のＰＫＳスト

ックヤード）に敷きならして，造粒固化物については，テント倉庫内がいっぱいに

なったため，テント倉庫裏の砂利敷き部分，次いで現在のＰＫＳストックヤードの

ＢＡを敷きならした部分に一時的に保管して，次の利用先を模索している状態であ

った（別紙 資料２参照）。利用先は，（ｂ）氏とＢ社で探していた。 

そのような中，同年１０月１２日，岩手県がＮＢＰに立入検査を実施した。 

ＮＢＰは，岩手県から造粒固化物及びＢＡの保管に対する撤去指導をされたこと

から，同年１１月より産業廃棄物処理業者であるＪ社への最終処理手続も一部進め

                                                   
10 山形県は C 社に対し，廃掃法第 18 条による報告を求めていた。 
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た。しかし，この時点で既に敷地内の焼却灰及び造粒固化物のストックは合計１，

０００トンを超えていると予想された。なお，造粒固化物を保管する建屋であるテ

ント倉庫の面積は約１４５．２平方メートルであり，保管可能量は約２００トンと

考えられていた。 

他方，岩手県は，２０１６年１２月頃，ＮＢＰに対し，造粒固化物及びＢＡをス

トックしていた敷地内の砂利についても，砂利の中に造粒固化物等が入り込んでい

る可能性があることから，２０１７年１月中に排出するよう指導していた。 

そこで，ＮＢＰは，２０１６年１２月１日から，造粒固化物のＤ社への販売を開

始したものの，２０１７年１月１０日前後までに，ストックされていた造粒固化物

のＪ社への排出を終了し，その後は，同月１４日以降月末までの間，地盤の砂利（造

粒固化物及びＢＡを含む）を燃え殻としてＤ社に販売することがあった。 

 

４ Ｄ社への販売及び福島県内に対する搬出 

（１）経緯 

前記のとおり，２０１６年７月１５日から山形県内への搬出が停止され，ＮＢ

Ｐの敷地内に造粒固化物，ＢＡ及び２３ＰＡを一時保管していたものの，敷地内

の保管量にも限界があった。 

（ｂ）氏及びＢ社が新たな販路を探していたところ，同年１０月２５日頃，Ｂ

社から（ｂ）氏に対し，福島県にある太陽光発電設備付帯道路の敷材として地盤

改良材を購入したいという業者がいる旨連絡があった。 

Ｂ社がＮＢＰに対し，販売先としてＤ社を紹介したことを受けて，同年１１月

４日，Ｄ社からＮＢＰに対し，「草木灰リサイクル製品“地盤改良材”」に係る注

文仕様書が交付された。当該注文仕様書には，「太陽光発電所建設工事付帯道路用

路床地盤改良材として」使用可能な建築資材の購入を目的とし，発電所渡し１ト

ン当たり１００円を条件とすることが記載されていた。同月１５日には，Ｂ社，

Ｄ社，ＮＢＰは福島県内の太陽光発電所予定地を視察した。 

これらを受けて，ＮＢＰは，Ｄ社と新たに取引を開始することとし，同年１２

月１日，Ｄ社との間で，同日から１年間，年間７，０００トンを限度とし，造粒

固化物を福島県内の太陽光発電所に搬出することを前提に，「木質灰（無害品）を

造粒固化した」地盤改良材を１トン当たり１００円で販売することを内容とする

売買基本契約を締結した。 

 

（２）稟議状況 

ア 契約締結前 

ＮＢＰとＤ社との間の売買基本契約書については，ＮＢＰは，至急締結の必

要があると考え，Ｃ社との取引に係る売買契約書をベースに作成したため，Ｎ
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ＢＰから当社に対し，法務課によるレビューその他の確認依頼はなされなかっ

た。その後，ＮＢＰにおいて，当該売買基本契約書の社内決裁が行われた。 

イ 契約締結後 

２０１７年１月ないし２０１７年６月度事業進捗報告書には，「２，３パス

アッシュは再投入」（「ボイラーに再投入する」の意）との記載がある。これに

対し，ＢＡについては，事業進捗報告書上，一貫して「ボトムアッシュは岩手

県庁からの指導通り産廃処理を継続する」と記載されている。もっとも，２０

１７年７月～２０１８年２月度進捗報告書では，「ボトムアッシュは今後も見

据え」「一定量」「産廃処理を継続する」と説明されていた。 

 

（３）造粒固化物（地盤改良材）の説明内容及び訪問状況 

ア 福島県に対する説明 

２０１６年１０月３１日にＢ社とＮＢＰが福島県を訪問した際，説明に使用

された資料には，ＦＡ以外を原料に造粒固化物を製造することについて，特段

触れられていない。 

当該訪問の際，ＮＢＰは，福島県に対し，２０１６年７月２０日付け分析結

果報告書を示して，造粒固化物が土壌環境基準を満たす旨説明している。しか

し，ＮＢＰの造粒固化物について，この頃に実施された同年７月２１日付け分

析結果報告書，同年９月２３日付け分析結果報告書及び同年１０月１８日付け

分析結果報告書によれば，これらすべての分析結果において，いずれかの重金

属等の項目が，土壌環境基準を超えていることが認められる。 

その後，ＮＢＰは，同県内での造粒固化物の利用に関する同県の回答を受け，

同県内で造粒固化物を販売することに問題はないものと認識した。 

 

イ Ｄ社に対する説明 

Ｄ社との関係において，造粒固化物の原料及び製造工程がどのように説明さ

れていたかについて，詳細は不明である。 

この点，２０１６年１１月５日，ＮＢＰから，Ｄ社に対し書面が交付されて

おり，当該書面には，搬出する造粒固化物の品質について，元灰及び地盤改良

材ともに土壌環境基準を満足することを保証し，毎月分析結果を報告すること

を売買契約の品質項目とする旨記載されている。もっとも，品質項目は売買契

約の内容をなす重要事項であるにもかかわらず，当該回答書の作成に当たって

は，当社に対する報告はもちろん，ＮＢＰ社内の決裁も行われていない。 

他方，２０１７年１月，ＮＢＰは，岩手県から前記撤去の指導を受けたこと

から，Ｄ社に対し，造粒固化物がストックされていた敷地内の砂利も引き取る

よう依頼し，当該砂利を搬出させていたところ，当該砂利の上には一部ＢＡも
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敷きならされていたことから，結果として，Ｄ社には造粒固化物及びＢＡを含

む砂利が搬出されることになった。そのため，搬出物の重量を計量して発行さ

れる計量伝票の品目欄には，「ボトムアッシュ」と記載され，また，当該搬出物

に係るマニフェストについては，Ｄ社の担当者において，収集運搬を完了した

ときに，対象物の名称欄に「燃え殻」と記載していた。 

 

（４）実際に搬出した造粒固化物の仕様  

ＮＢＰは，２０１６年１２月１日から２０１８年１２月１２日までの間，５８

２回にわたり，Ｄ社に対し，造粒固化物を地盤改良材として合計１２，３４３．

０６トンを販売した。販売期間中に製造された造粒固化物の原料及び製造工程は，

以下のとおり，変遷している（別紙 資料３参照）。 

ア ２０１６年１２月 

新たな製造を行わず，在庫品（ＦＡに加え，２３ＰＡを原料に，固化材と水

を混合して製造したもの）について，飛散防止のための加水処理のみを行って

搬出した。 

イ ２０１７年１月 

２３ＰＡを火炉に再投入した上，排出されたＦＡを原料に，固化材と水を混

合して製造していた。なお，当該月については，Ｄ社に対し，造粒固化物に加

え，前記のとおり造粒固化物及びＢＡを含む砂利も搬出していた。 

ウ ２０１７年２月～２０１７年６月 

２３ＰＡを火炉に再投入した上，排出されたＦＡを原料に，固化材と水を混

合し，加水処理したＢＡを加えて製造していた。 

エ ２０１７年７月 

ＦＡに加え，２３ＰＡを原料に，固化材と水を混合し，加水処理したＢＡを

加えて製造していた。 

オ ２０１７年８月～２０１８年１２月 

ＦＡを原料に，固化材と水を混合し，加水処理したＢＡ及び２３ＰＡをそれ

ぞれ加えて製造していた。 

カ その他重金属等の含有 

後記のとおり，すでに売買基本契約締結に先立つ２０１６年７月２１日時点

で，造粒固化物に土壌環境基準値を超えるセレンが含まれていることが判明し

ていた。その後も，月に１回程度の頻度で実施される環境分析測定において，

しばしば六価クロム，セレン，フッ素及びホウ素等の数値が土壌環境基準値を

超えることがあったが，ＮＢＰは，造粒固化物の販売を継続した。 
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（５）福島県に対する搬出方法 

ＮＢＰからＤ社に対する造粒固化物の販売に当たっては，２０１６年１２月１

日の取引開始時から２０１８年１２月に至るまで，産業廃棄物の収集運搬に係る

Ｂ票までのマニフェストが交付されていた。ＮＢＰでは，Ｄ社から記入済みＢ１

票をＰＤＦ形式でメールにより受け取った上，これをプリントアウトしてファイ

ルに保管する方法で管理していた。 

 

（６）福島県及び岩手県による指導内容 

福島県は，２０１６年１１月１１日，ＮＢＰに宛てたメールで，具体的な使用

場所と使用量を事前に福島県に相談するよう指示していた。 

また，同年１２月１９日，岩手県からＮＢＰに対し，Ｄ社との取引に係るマニ

フェストについて，「運搬先の事業場（処分事業場）」欄の記載がない旨の指摘が

なされた。そのため，ＮＢＰからＤ社に対し，同月２０日，名称としてＤ社，所

在地として造粒固化物の利用地とされていた「太陽光工事現場（利用地）」の代表

的地番を記載するよう求めたところ，同日以降，同欄の所在地には，「福島県＜住

所省略＞」と記載されるようになった。もっとも，当該住所は，利用地とされて

いた太陽光発電所の所在地とは異なっていたが，ＮＢＰの担当者は，このことを

認識していなかった。 

 

５ 宮城県内に対する搬出 

（１）発覚経緯 

２０１８年１２月３日，宮城県及び岩手県の各担当者が，ＮＢＰに立ち入り，

ＮＢＰからＤ社に販売している造粒固化物が，Ｅ社の経営する宮城県内の採石場

において地盤改良材及び緑化基盤材として利用されていることについて，事情聴

取及び事業場の現場確認を実施した。 

これにより，Ｄ社が，造粒固化物を宮城県内に搬出していたことが発覚した。 

 

（２）稟議状況 

ＮＢＰは，Ｄ社に販売している造粒固化物は，福島県内で地盤改良材として利

用されているものと認識しており，宮城県への搬出に関する社内稟議や当社に対

する報告等は存在しない。 

２０１８年３月度以降の事業進捗報告書には，「２０１８年６月以降現用途では

使用できなくなるため，認めている福島県で現在進行している他用途での使用を

目指し，造粒固化品購入者のＤ社が５，０００トン（約１年の排出量）を在庫し

てくれることになった」と記載されている。 

そのため，ＮＢＰとしては，Ｄ社に販売した造粒固化物は，福島県内の利用地
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又は在庫に搬出されるものと認識しており，少なくとも，宮城県に搬出されてい

るとの認識はなかったものと認められる。 

 

（３）宮城県による産廃認定 

宮城県は，２０１８年１２月２０日，ＮＢＰに対し，ＮＢＰが販売していた造

粒固化物について，「当該焼却灰固化物（バイオマス発電ボイラーのばいじんを薬

剤で固化したもの）は，法11第４条第２項（原文ママ）に基づき，産業廃棄物に該

当すると判断」したことから，廃棄物処理として取り扱う旨を明示する通知書を

交付した。 

 

（４）判明した造粒固化物（地盤改良材）の納入先 

その後，ＮＢＰがＤ社に対する照会等を行い，宮城県への搬入に関する事実関

係を確認したところ，遅くとも２０１８年６月以降，Ｄ社は造粒固化物を宮城県

内の以下の納入先に搬出していたことが判明した。 

（別紙 資料４参照。なお，住所等は省略する。以下同じ。） 

さらに，福島県内において，造粒固化物は，Ｄ社と視察を行った前記太陽光

発電所現場では利用されておらず，かつ，「福島県＜住所省略＞」に加え，以下

の納入先に搬出されていたことが分かった。 

（別紙 資料４参照） 

 

（５）判明した造粒固化物の仕様 

ＮＢＰは，２０１８年１２月１２日までの間に，Ｄ社に対し，５８２回にわた

り，造粒固化物を地盤改良材として合計１２，３４３．０６トン販売していたと

ころ，遅くとも２０１８年６月以降，そのうち４，１３４トンが宮城県に搬出さ

れた（別紙 資料４参照）。 

宮城県に搬出された造粒固化物の原料及び製造工程は，Ｄ社に販売していたも

のと同様である（別紙 資料３参照）。 

 

  

                                                   
11 廃掃法 
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第５ 産業廃棄物の不適正処理の疑い発覚後のＮＢＰ及び当社の対応 

１ 対応経過 

（１）造粒固化物の販売停止 

前記のとおり，ＮＢＰは，２０１８年１２月３日，販売した造粒固化物をＤ社

が宮城県に搬出していた旨が判明したことを受けて，同月１３日以降は，造粒固

化物の販売及び造粒固化を停止し，排出される焼却灰について全量を産業廃棄物

として処理している。 

 

（２）社内調査委員会の設置及び適時開示 

当社は，２０１９年１月２９日に開催された取締役会において当委員会を設置

し，当社として事案解明のための対応方針を協議すると同時に，事実確認を行い，

関係する地方自治体及び搬出先に対し，当該時点において判明していた事実経緯

を報告した。 

また，同年２月２２日，当社は，当該事実経緯に関し，その時点で判明してい

た事実経緯についてプレスリリース及び記者会見を行い，当委員会における事実

解明を開始した。 

 

（３）関係する地方自治体及び搬出先に対する対応 

その後，ＮＢＰ及び当社は，販売した造粒固化物の自主撤去12について，造粒固

化物の利用地における各地方自治体及び各業者との間の協議を開始し，現在に至

るまで継続している。 

搬出された造粒固化物については，具体的な撤去に関する協議が進捗している。 

 

（４）健康への影響調査（土壌調査）の継続 

現在判明している造粒固化物の利用地における土壌調査の結果について，ＮＢ

Ｐが製造販売した造粒固化物は，山形県，福島県，宮城県の各県の計１２か所に

搬出されていたところ，現在９か所で環境分析測定が終了し，そのうち７か所に

ついては，分析結果に基準値超過は認められなかった。また，基準値を超過して

いた利用地における超過項目は，１か所がセレン（０．０１８ ｍｇ/ℓ），１か所

がセレン（０．０１２～０．０１３ ｍｇ/ℓ）及び鉛（０．０１３ ｍｇ/ℓ）であ

った。現在までの間に，造粒固化物の利用地における具体的な健康被害の発生は

確認されていない。 

もっとも，ＮＢＰ及び当社では，基準値超過の有無にかかわらず，利用地にお

ける各地方自治体及び各業者との協議内容に従い，造粒固化物の撤去等の対応を

進める方針をとっている。 

                                                   
12 地方自治体の指導の有無にかかわらず，自主的に撤去を行うこと。 
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なお，そのほか，ＮＢＰにおいて製造販売していた特殊肥料に関しては，現在

までの間に計４．５トンを搬出しているが，利用地における環境分析測定の結果，

基準値超過は確認されなかった。 

 

２ 行政に対する報告 

（１）造粒固化物からの検体採取方法について 

後記のとおり，ＮＢＰは，２０１６年６月以降，定期的に，製品にする予定の

造粒固化物（固化材７％混合）の溶出試験を行い土壌環境基準における環境分析

測定を実施していたほか，造粒固化物の利用地では砂を混ぜて使用していたとの

ことから，利用地での重金属等の濃度を推測するため，焼却灰に固化材を４０％

混合させた造粒固化物を試験的に製造し，これについて溶出試験の分析を実施し

ていた。いずれの分析においても，造粒固化物の１か所からしか試料を採取して

おらず，また，度々，重金属等の土壌環境基準値を超過していた。 

このような分析実態であるにもかかわらず，ＮＢＰは，２０１８年１２月３日

に宮城県及び岩手県が調査に来た後，２０１９年１月から同年２月までの間，岩

手県，山形県，福島県及び宮城県に対し，上記の分析結果の中から土壌環境基準

値を超過していないものを選択し，これを１０か所から採取した正規のデータと

し，他方，土壌環境基準値を超過した分析結果を１か所から採取した参考のデー

タであるとして報告した。なお，ＮＢＰは，地方自治体に対するいずれの報告に

おいても，分析結果の数値自体を改ざんすることはしていなかった。 

しかし，上記報告を行っていた（ｃ）氏は，同年３月５日，当委員会のヒアリ

ングにおいて，上記の地方自治体に対する報告が事実と異なる旨を自ら話し，翌

６日以降，各地方自治体に対して，分析結果に関する説明が事実と異なる旨を説

明し，かつＮＢＰとして，訂正の報告を行った。 

 

（２）２３ＰＡ・ＢＡ製造工程について 

２０１７年２月以降，ＮＢＰは，ＦＡを原料に固化材と水を混合し，加水処理

したＢＡ及び２３ＰＡを順次混合して造粒固化物を製造していたところ（別紙 

資料３参照），ＢＡについては同年２月以降，２３ＰＡについては同年８月以降，

固化材は混合されていなかった。 

しかし，ＮＢＰは，本件発覚後，岩手県からの報告徴収に対する回答書を提出

した際，造粒固化物の製造工程に関し，ＦＡに加え，ＢＡ及び２３ＰＡを混合し

た場合について，ＢＡ及び２３ＰＡにも固化材を入れて混合機において混合して

いた旨報告していた。 

製造工程に関する事実に反する報告についても，同様に，当委員会が（ｃ）氏

に対してヒアリングを実施した際，（ｃ）氏自ら経緯を述べたことにより発覚した
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ものである。 

 

３ 今後の廃棄物管理体制 

一連の不適正処理の発覚を受けて，ＮＢＰは，今後，当社監督の下，廃掃法規制

に従った適切な処理を行い，再発防止に努める。 

すなわち，当面の間は，灰全量を産業廃棄物として処理することを継続した上，

排出される灰について定期的な環境分析測定を実施する。また，その際，試料採取

方法その他検体採取に関する事項を取り決めてマニュアルを策定し，当該マニュア

ルに従い，適正に分析を実施し，分析結果を記録及び保管する。 

また，マニフェストを適切に運用し，収集運搬までの間は，地方自治体の指導に

従い，生活環境保全上，支障がない方法において保管する。 

さらに，廃掃法上，多量排出事業者となる場合は，地方自治体の指導に従い，産

業廃棄物の原料等に関する計画を作成して提出し，当該計画の実施状況について報

告する。 
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第６ ＮＢＰにおける焼却灰の産廃処理量及び造粒固化物使用量の変遷 

１ 前提 

ＮＢＰで製造する造粒固化物については，地方自治体や販売先との関係で「緑化

基盤材」や「土壌改良材」など様々な名称が付されている。しかし，これらは，後

記のとおり，ＮＢＰが有価物として販売できると考えていたため，売却先の用途に

合わせた名称を付けていたに過ぎず，製造方法や構成物が異なるものではない。 

すなわち，当初計画においては，発電所から発生する焼却灰に「酸化マグネシウ

ム等の添加剤及び水を添加混合し，適正に造粒の上，一定時間養生したもの」を造

粒固化物とし，その主要用途については，「路盤材，路床材など（道路用資材）」「盛

土材，裏込め材，埋め戻し材，宅地造成材など（一般土木建築用資材）」と計画され

ていた。 

この点，２０１６年１２月２７日時点では，Ｃ社に対する販売を前提とした山形

県に対する説明において，２３ＰＡをボイラーに再投入することやＢＡを造粒固化

物の原料に加えることを前提とする製造フローの説明がなされているところ，（ｂ）

氏は，このとき，「ＢＡについては私共としては固化品として販売にはこだわって

おりません。基本的にはＦＡの再利用を目的にして，肥料及び造粒固化物として販

売し，ＢＡは性状的に「砂」に近いため（もともと山砂を購入し，ボイラーを経由

しただけ）利用先の用途によって固化していきたいと考えます（要は必要とされれ

ば）。必要とされない場合廃棄物処分する事として考えます」と付言している。 

そのため，少なくとも，２０１６年１２月末の時点において，ＮＢＰは，ＦＡ単

体を（特殊）肥料として販売できるほか，ＦＡ，ＢＡ及び２３ＰＡを造粒固化した

ものを，製品として販売できると認識していたものと認められる。 

  

２ その他加工方法の変遷 

（１）造粒固化物の製造フローの変遷及びその背景 

ア 当初計画 

灰再資源化設備上，ＦＡを混合機に入れるラインと２３ＰＡ・ＢＡを混合機

に入れるラインが別々に設置され，いずれのラインにも混合機につながるコン

ベアが用意されている。そのため，当初計画では，ＦＡ，ＢＡ及び２３ＰＡの

すべてを固化材と混合することが予定されていた。 

 

イ ２０１６年６月～同年１１月 

２０１６年６月２１日，灰再資源化設備の試運転時に２３ＰＡ及びＢＡの造

粒固化試験を実施したところ，ＢＡに含まれる石の影響で混合機の撹拌パドル

の羽が破損したことから，ＮＢＰは，ＢＡについては造粒固化を行わないこと

を決定した。 
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そのため，以後，同年１１月まで，ＮＢＰでは，ＦＡ及び２３ＰＡのみを造

粒固化して製造していた。 

    

ウ ２０１７年１月 

２０１６年１１月度事業進捗報告書によれば，「２３ＰＡを熱量分析したと

ころＰＫＳと同等の熱量があることが確認され，試験的にバークと混合したと

ころ，塊にもならず，発熱・発火などの異常な変化もないことから，１１月２

４日からバークと混合し再利用することとした（１日当たりの発生量約１．３

トン）」と説明されている。かかる経緯から，新たに製造を行うようになった２

０１７年１月以後，２３ＰＡについては，再投入し燃料として利用されるよう

になったと考えられる。 

また，２０１７年１月のマニフェストによれば，ＮＢＰは，Ｄ社に対し，同

月１４日以降，一部，「地盤改良材」ではなく「燃え殻」なる対象物を搬出して

いたとされる。また，これら「燃え殻」を対象とする場合の配送伝票の品目欄

には，「ボトムアッシュ」と記載されている。 

この点，２０１７年１月，ＮＢＰはＤ社に対し，造粒固化物がストックされ，

一部ＢＡが敷きならされていた敷地内の砂利を引き取るよう依頼し，造粒固化

物のほかに当該砂利（造粒固化物及びＢＡを含む）を「燃え殻」として販売し

ていた。これに対し，２０１６年１２月度事業進捗報告書には，「岩手県庁から

砂利の中に入り込んだ固化品もすべて取り除いて適正に処理をするよう指導

を受けている砂利と共に固化品を産廃として引取れるかの確認中 今後，砂利

を敷きなおす費用も発生する」と記載されている。このことに関し，２０１６

年１１月の時点で，すでに敷地内のストックは１，０００トンを超えており，

造粒固化物及びＢＡ等を保管する場所に困る状況であったことがうかがわれ

る。 

なお，２０１７年１月３１日，ＮＢＰでは，「燃殻造粒固化製品場内保管（砂

利敷）後の対策」として，造粒固化物と砂利を排出したことにより，現場復旧

用の再生砕石が必要になることを理由に，再生砕石をＢ社に発注する内容の稟

議が承認されている。当該稟議書には，「製品と砂利はトン当たり１００円で

販売済。」と記載され，廃棄物処理の場合の費用と比較されているところ，製品

（造粒固化物）と当該砂利が同時に販売されたのは，廃棄物処理を行うのに比

して経済的に合理的であることが重視されていたためであることがうかがわ

れる。 

 

エ ２０１７年２月～同年６月 

２０１７年２月，Ｊ社が定期修理のため，ＮＢＰから排出される産業廃棄物
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を受け入れることができなくなった。そこで，ＮＢＰは，その頃，利用地で砂

を混ぜて利用しているため問題ないことにつきＢ社から確認をとったとして，

ＢＡについて，造粒固化せずに，単にＦＡの造粒固化物に混合するよう指示し

た。 

なお，ＮＢＰは，少なくとも２０１７年８月の時点において，Ｊ社の受入能

力について，ＦＡ及び２３ＰＡの上限は月に２００トン，ＢＡの上限は月に７

５トンであると認識していたが，当時，Ｊ社以外の受入先は確保されていなか

った。 

 

オ ２０１７年７月～２０１８年１２月 

ＮＢＰでは，２０１７年６月頃，２３ＰＡのボイラーへの再投入により，貯

留槽内部の床が傷つき，摩耗が進んでいることが発覚したことから，２３ＰＡ

の再投入を行わないことが決定された。 

そのため，ＮＢＰでは，２０１７年７月，いったんは２３ＰＡを再びＦＡと

ともに造粒固化して製造していたものの（別紙 資料３），２０１７年８月頃，

Ｂ社から確認をとったとして，２３ＰＡについても，造粒固化せずに，単にＦ

Ａの造粒固化物に混合するようになった。このときも，ＢＡの混入時と同様，

ＮＢＰにおいて廃掃法上の問題点が深く理解されていなかったことに加え，コ

ストを削減すべき要請もあったため，かかる製造方法がとられたものと考えら

れる。 
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第７ 灰再資源化処理の費用面について 

１ ＮＢＦのＢ社に対する支払額の変遷 

（１）前提 

灰再資源化業務を開始する頃には，Ｂ社から当該固化材を購入することは，す

でに本事業計画の既定事項とされていた。そして，ＮＢＦは，ＮＢＰから灰再資

源化業務を受託し，Ｂ社に対し，造粒固化物の製造過程において必要な固化材を

発注していた。 

 

（２）２０１６年６月から２０１７年６月までのＢ社に対する固化材代金の支払い   

ア 経緯及び固化材の買取状況 

ＮＢＰ取締役会の資料とされ，同時に当社に報告されていた２０１６年５月

度事業進捗報告書によれば，岩手県内ですぐに造粒固化物を販売することがで

きず，山形県内のＣ社に販売をせざるを得ないところ，山形県までの「増加運

搬費分を固化剤にオンして支払うことになるが（トン４０００円アップトン２

３０００円）産廃にすることを考えれば（トン３５０００円）合理的である。

当然山形県は埋め戻しを認めている。」と説明され，山形県までの増加運搬費

について，Ｂ社に支払う固化材価格に上乗せすることが報告されている。しか

しながら，本来，Ｃ社に支払うべき運搬費をＢ社に支払うことについての検討

が不十分であるところ，そのようなＢ社の要請に関し，ＮＢＰとしては，灰再

資源化設備をＢ社から購入しており，かつ造粒固化物の販売先の確保をＢ社に

頼っていたこと等の事情から，事実上，Ｂ社の要請を断りづらい関係性があっ

たことも見受けられた。なお，ＮＢＰは，当該事業進捗報告書が作成された当

時すでに，２０１６年６月１３日以降，山形県内のＣ社に対し搬出を開始する

ことが決定されていた。 

 

イ 造粒固化物の運搬費について 

この点，ＮＢＰとＣ社との間の売買基本契約上，運搬費について明示的な定

めはないものの，２０１６年５月度事業進捗報告書のとおり，ＮＢＰにおいて

は，ＮＢＦがＢ社に対して支払う固化材価格には造粒固化物の引取りに係る運

搬費相当額が上乗せされていると認識されていた。ただし，Ｃ社が，山形県ま

での増加運搬費について，Ｂ社に運搬費相当額を請求していたか否かは明らか

でなく，運搬費相当額の負担者がＮＢＦやＮＢＰであるとは断定できない。 

 

（３）２０１７年７月以降のＢ社に対する固化材代金の支払い 

ア 経緯及び固化材の買取状況 

その後，ＮＢＰないしＮＢＦは，Ｂ社から，搬出先が福島県になって距離が
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増したことに加え，重金属等を希釈化するために利用地で混ぜる砂代が発生し

ている等と説明を受け，固化材の代金の値上げを求められた。ＮＢＰないしＮ

ＢＦは，灰再資源化設備をＢ社から購入しており，かつ造粒固化物の販売先の

確保をＢ社に頼っていたこと等の事情から，２０１７年７月以降，Ｂ社の赤字

と称する費用の補填等として加算する形で増額された固化材の代金を支払う

ようになった。 

 

イ 造粒固化物の運搬費について 

前記のとおり，ＮＢＰないしＮＢＦがＢ社に対して支払う固化材代金には，

Ｄ社において造粒固化物の引取りに係る運搬費相当額及び利用地において重

金属等の溶出量を低減するために必要な砂代相当額（以下，併せて「運搬費等」

という。）が認識上織り込まれていたが，Ｄ社がＢ社に運搬費等を請求してい

たか否かは明らかではなく，運搬費等の負担者がＮＢＦやＮＢＰであると断定

はできないものである。 

 

２ 費用面に関するＮＢＰ及びＮＢＦの認識 

ＮＢＰないしＮＢＦは，上記のとおり，Ｂ社に対し，造粒固化物の運搬費及び利

用地で混ぜる砂代等を織り込んだと認識される固化材代金を支払っていたもので

あるが，ＮＢＰ内での社内稟議及び当社に対する進捗報告において，Ｂ社からの値

上げ要請等の内容を詳細に報告していた状況に鑑みれば，ＮＢＰとして，造粒固化

物に販売価値がないと認識した上で販売価値を偽装するために係るスキームを実

施していたとまでは認めることはできない。 
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第８ 土壌環境基準値を超えた重金属等（第二種特定有害物質）の検出及びＮＢＰの認

識等 

１ 重金属等（第二種特定有害物質）の基準値 

（１）法令上の基準値 

ア 土壌環境基準 

環境基本法第１６条第１項を受けて，人の健康を保護し，及び生活環境を保

全する上で維持することが望ましい基準として土壌環境基準（平成３年８月２

３日付け環境庁告示第４６号）が定められている。同基準への適合性は，その

物が有価物と認められるか否かの重要な判断要素となる。 

イ 特別管理産業廃棄物基準 

廃掃法第２条第５項は，産業廃棄物のうち，爆発性，毒性，感染性その他の

人の健康又は生活環境に係る被害を生ずるおそれがある性状を有するものと

して政令で定めるものを特別管理産業廃棄物と定め，通常の産業廃棄物よりも

厳しく規制している。各基準の詳細は下記表のとおりである。もっとも，ＮＢ

Ｐで製造されていた造粒固化物について，特別管理産業廃棄物基準を超えるも

のは見受けられない。 

 
 

土壌環境基準 

（溶出量） 

特別管理産業廃棄物基準 

（溶出量） 

本件で土壌環境基準を 

超過した測定値の範囲 

（造粒固化物溶出試験） 

アルキル水銀 検出されないこと 検出されないこと 検出なし 

水銀 0.0005 mg/ℓ以下 0.005 mg/ℓ 超過なし 

カドミウム 0.01 mg/ℓ以下 0.09 mg/ℓ 超過なし 

鉛 0.01mg/ℓ以下 0.3mg/ℓ 0.015mg/ℓ 

六価クロム 0.05mg/ℓ以下 1.5mg/ℓ 0.051～0.23mg/ℓ 

砒素 0.01mg/ℓ以下 0.3mg/ℓ 超過なし 

セレン 0.01mg/ℓ以下 0.3mg/ℓ 0.011～0.038mg/ℓ 

フッ素 0.8mg/ℓ以下  0.84～1.1mg/ℓ 

ほう素 1mg/ℓ以下  1.5mg/ℓ 

 

（２）当事者関係における造粒固化物に含まれる重金属等の基準値 

ア 地方自治体との関係 

ＮＢＰから岩手県に対し，造粒固化物の説明のために用いられた資料には，

「重金属類基準値超」については中間処理事業者等に産業廃棄物として処理す

るフローが記載され，溶出試験により，すべての有害重金属項目の土壌環境基

準への適合を確認することが説明されていた。 



   

 

49 

 

また，ＮＢＰがＣ社に交付し，山形県に対する説明のために用いられた資料

には，製品検査基準として，年に１２回，「水銀，カドミウム，鉛，六価クロム，

砒素，セレン，フッ素，ホウ素」を対象に土壌環境基準における溶出試験を行

い，同基準値内を合格基準とすることが記載されている。なお，この際，Ｃ社

が自主基準として，月に１回，販売先でも重金属類８項目に対する溶出試験（環

告第４６号）を行う旨記載された資料が提示されている。 

福島県との関係でも，後記のとおり，ＮＢＰがＤ社に対し，搬出する造粒固

化物の品質について，元灰及び地盤改良材ともに土壌環境基準を満足すること

を保証することを証した書面が提示されている。 

イ 販売先との関係 

ＮＢＰは，Ｄ社に対して，２０１６年１１月５日付けで，搬出する造粒固化

物の品質について，元灰及び地盤改良材ともに土壌環境基準を満足することを

保証する旨の書面を交付していた。 

 

２ 重金属等の検出状況 

（１）環境分析測定 

ＮＢＰは，２０１６年６月以降，月に１回程度の頻度で，Ｉ社，Ｈ社又はＧ社

のいずれかに対し，造粒固化物（固化材７％混合）及び原料となるＦＡの土壌環

境基準における環境分析測定を依頼し，造粒固化物については溶出試験，ＦＡに

ついては溶出試験及び含有試験双方による品質確認を行っていた。なお，その後，

当該分析結果について，基準値を超える重金属等が検出されたことを受けて，２

０１７年２月には固化材を３０％混合した造粒固化物，２０１７年９月以降は固

化材を４０％混合した造粒固化物についても，試験的に溶出試験を実施していた。

環境分析測定に出す試料採取の方法は，採取担当者２名のうちいずれか１名にお

いて，ＦＡについては，ＦＡサイロからトンパックに回収したものを手ですくっ

て溶出試験用と含有試験用の２つのポリ袋に各１キログラム採取し，造粒固化物

については，テント倉庫に残置されているものから手ですくって溶出試験用のポ

リ袋に１キログラム採取するというものであった。 

また，発電所から排出されるＢＡや２３ＰＡについても，不定期に，土壌環境

基準における溶出試験を実施していた。 

 

（２）造粒固化物 

定期的な環境分析測定が開始されて以降，初めて実施された２０１６年７月２

１日付け分析結果報告書では，溶出試験の結果，すでにセレン及びホウ素の項目

が土壌環境基準を超えていることが認められ，その後も，しばしば六価クロム，

セレン，フッ素及びホウ素等の数値が基準値を超えることがあった（土壌環境基
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準を超過した測定値の範囲については，第８の１（１）のイ記載の図及び別紙 資

料５のとおり）。 

 

（３）ＦＡ単体 

定期的な環境分析測定が開始されて以降，初めて実施された２０１６年７月６

日付け分析結果報告書では，溶出試験の結果，すでに六価クロムの項目が土壌環

境基準を超えていることが認められ，その後も，しばしば六価クロム，セレン，

鉛及びフッ素等の数値が基準値を超えることがあった。 

 

３ 重金属等の検出に対するＮＢＰの認識及び対応 

（１）ＮＢＰの認識 

当初計画においては，酸化マグネシウムを添加，混合・造粒し，数日間養生し

て製造する造粒固化物について，かかる加工を行うことにより，原料に含まれ得

る重金属等の有害物質の溶出を抑制できるという認識の下，造粒固化物の溶出試

験により，土壌環境基準への適合を確認することが計画されていた。 

この点，ＮＢＰは，環境分析項目の選定理由については，原料が自然木（間伐

材等）由来の燃焼灰であることから，原則として重金属等（第二種特定有害物質）

を対象とした上，その他の検査項目については，販売先の要望に柔軟に対応する

意向を有していた。 

２０１６年１０月１９日，ＮＢＰにおいて，（ｊ）氏は，メールで，フライアッ

シュ及び緑化基盤材（造粒固化物）の環境測定に係る分析結果と前記土壌環境基

準値を（ｃ）氏に送付し（（ｂ）氏には CCで送付），フライアッシュの溶出試験で

は六価クロムとセレンの数値が，造粒固化物の溶出試験では六価クロムの数値が，

それぞれ土壌環境基準値を超過していることを報告した。これを受けて，（ｃ）氏

が土壌環境基準値を上回った造粒固化品について製品としての出荷の可否につい

て尋ねたところ，（ｊ）氏は，「出荷先の利用時点が（例：緑化基盤材と土を混ぜ

る）基準値を超えなければ出荷して良いと解釈している」と答え，これに対し，

（ｃ）氏は，造粒固化物の品質管理徹底のためにＢ社に確認するよう指示した。 

このとき，（ｊ）氏は，砂を混ぜるなどの態様で埋めるなど利用された時点にお

ける土壌環境基準値が問題になるとの認識について，（ｂ）氏に確認した上で回答

していた。 

また，ＮＢＰにおいて，ＦＡの溶出試験の結果よりも地盤改良材（造粒固化材）

の結果の方が悪くなる傾向があることから，固化材そのものに六価クロムが含ま

れる可能性や，固化材を混合する過程で六価クロムが混入する可能性について確

認することとし，固化材そのものを対象に環境分析測定を行ったものの，固化材

に含まれる六価クロムの数値は土壌環境基準値を超えておらず，その他後記のと
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おり，土壌環境基準値を超える重金属等が検出される原因が検討されたものの，

原因究明には至っていない。 

 

（２）対応 

以上のように，ＮＢＰは，造粒固化物において，土壌環境基準値を超過する重

金属等が検出されていることが判明してからも，（ｂ）氏経由で，Ｂ社から，利用

地で造粒固化物に砂を混ぜるなどして利用されるため，利用地地点で土壌環境基

準値を超過することがなければよいことが確認されたと認識していたことを受け

て，２０１６年１２月１日，Ｄ社との間で売買契約を締結し，造粒固化物の販売

を続けていた。 

もっとも，後記のとおり，利用地においてどのような方法で砂が混ぜられ，ま

た，確実に基準値を下回っているのかについて，ＮＢＰにおいて，Ｄ社等に対し，

常に確認し，監督していたものとは認められない。 

 

（３）その他問題点 

ＮＢＰにおいて採取された試料に関する分析結果報告書は，ＮＢＰの予算にお

いて実施され，取りまとめられている（別紙 資料５参照）。 

これに対し，前記のとおり，地方自治体に対し造粒固化物の説明資料として提

示されていた分析結果報告書の中には，ＮＢＰにおいて実施したものでない分析

結果が含まれている。 

例えば，造粒固化物の溶出試験結果である２０１６年７月２０日付け，２０１

７年１月３１日付け，２０１７年７月２８日付けの各分析結果報告書及び造粒固

化物の含有試験結果である２０１６年８月１８日付け分析結果報告書では，他の

分析結果報告書に記載されている試料採取時刻，採取状況及び採取場所等の記載

がなく，採取者及び所属欄が客先とされている。このうち，２０１６年７月２０

日付け，２０１６年８月１８日付け及び２０１７年７月２８日付け分析結果報告

書が作成されたのは，ＮＢＰから山形県内のＣ社に対する搬出が停止されていた

時期であるが，当該分析は，いずれもＧ社に依頼され，仙台市にある事業所にお

いて実施されている。さらに，２０１７年１月３１日付け分析結果報告書は，Ｆ

社が山形県内に所在する事業所において実施し，Ｄ社宛に交付したものである。

また，これらの分析に関し，ＮＢＰから検査事業者に対し，検査料が支払われた

形跡はなく，他方，２０１７年７月２８日付け分析結果報告書については，Ｂ社

が検査料を負担としていたことが認められる。 

これらの分析結果報告書は，Ｂ社からＮＢＰに対し，利用地において実施した

分析結果につき提供を受けたものであるとして交付されていたが，ＮＢＰでは，

試料の採取がどこでどのような条件で行われていたかについて，確認していなか
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った。なお，これらの分析結果は，いずれも土壌環境基準値を超過するものでは

なかった。 
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第９ 土壌環境基準値を超えた重金属等が発生した原因 

１ 調査状況 

（１）社内調査状況 

ＮＢＰは，重金属等が土壌環境基準値を度々超過する原因について，本件発覚

前より，社内で検討していた。 

当初は，その要因として，燃料に異物である釘や鉄等を含む可能性が考えられ

たところ，２０１７年３月，燃料に混入した金属異物を除去することを目的とし

て，ボイラー燃料異物除去用磁選機が導入されたが，その後も，環境分析測定の

分析結果は大きく変化しなかった。 

その後，２０１９年１月の環境分析測定（溶出試験）において，六価クロムの

数値がさらに上昇したことを受けて，ＮＢＰ社内で，六価クロムの溶出に関する

検討が行われたものの，その原因特定には至っていない。 

  

（２）日本大学工学部客員教授坂西欣也氏の見解 

当委員会において，坂西氏に対し，重金属等の発生原因の解明のため協力を依

頼したところ，同氏から，現地視察の結果，燃料由来の要因が影響している可能

性があるとの見解が得られた。 

すなわち，ボイラーの燃料として用いられるバークは，長期にわたって林野に

投棄されていることがあり，その場合，土壌に染み込んでいた重金属が年月をか

けてバークに吸着し，蓄積されている可能性があることから，このようなバーク

を燃料とする場合，ボイラーの燃焼によって，灰から重金属が凝縮されて検出さ

れる可能性があるとのことであった。 

その他，バーク以外の理由により，クロムがボイラー内に持ち込まれた場合に

も同様の可能性があるとのことであった。 

 

２ 今後の対応 

以上のとおり，本調査の過程では，重金属等が検出される原因を特定するまでに

は至らなかった。 

もっとも，今後は，燃料からどのような重金属等が検出され得るか改めて分析す

るとともに，バークの品質管理を徹底した上，ボイラー設備内のクロム成分を含む

と考えられる金属部分の分析を改めて行い13，また，稼働後から現在までの火炉の

温度（下表のとおり）と六価クロムの検出量の相関関係を調査するなどして，引き

                                                   
13 岩手県工業技術センター研究報告第 13 号（2006）に掲載された論文「木質ペレット燃

焼灰に起因する金属腐食抑制技術」では，燃焼灰から基準値を超える六価クロムが溶出す

る要因の一つとして，燃焼器部材に使用されているクロムを含む耐熱金属の腐食が起因し

ているとの研究結果が示されている。 
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続き，ＮＢＰ及び当社において，原因解明に向けた調査を継続する。 

 

14 

 

  

                                                   
14 本データは，2019 年 4 月 8 日に実施された当委員会による現地視察において NBP か

ら提出された。 
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第１０ 上記経緯における当社の関与 

１ ＮＢＰに出資を行うまでの当社の関与 

ＮＢＰに出資を行うまでの当社の関与は以下のとおりであるが，いずれの場面に

おいても灰再資源化事業における造粒固化物の廃棄物性に関する問題が十分に議

論された形跡は認められない。 

（１）Ａ社との定例会議の開催 

当社は，２０１４年４月２８日から２０１６年２月２９日までＡ社と概ね毎週

月曜日に定例会議を開催し，本件発電事業の推進に向けて事業計画等について協

議・検討を行っていた。なお，前記（第３－１（１）ア（イ））のとおり，２０１

５年６月２２日及び２０１５年１１月２４日に開催されたＡ社との定例会議にお

いて，当社環境事業本部担当者から，造粒固化物から重金属が検出されることへ

の懸念，造粒固化物を廃棄物認定された場合のリスク及びスキーム全体のリーガ

ルチェックの必要性に言及したものの，その後，検討された形跡は認められない。 

 

（２）経営会議 

当社は，ＮＢＰへの出資まで，２０１４年３月から２０１４年７月まで，計６

回の経営会議を開催し，Ａ社が提案した本件発電事業への参画の当否等について

議論がなされた。当社の経営会議は，２０１４年７月３日，本件発電事業の事業

計画案及び同月末に野田新エネルギー発電株式会社（現ＮＢＰ）へ出資を行うこ

とについて承認した。また，同月１７日，木質バイオマス発電事業への参画を前

提に，Ａ社及び野田新エネルギー発電株式会社（現ＮＢＰ）と木質バイオマス発

電共同事業に関する契約書を締結することを承認した。 

  

（３）本部稟議 

当社は，上記２０１４年７月３日及び同月１７日の経営会議を受け，同月２１

日に，本部稟議において，野田新エネルギー発電株式会社（現ＮＢＰ）が実施す

る増資を当社が引き受けることを承認した。また，同月２２日の本部稟議におい

て，Ａ社及び野田新エネルギー発電株式会社（現ＮＢＰ）と木質バイオマス発電

共同事業に関する契約書を締結することを承認した。 

 

（４）取締役会 

当社は，２０１４年７月２４日の取締役会で，当社が野田新エネルギー発電株

式会社（現ＮＢＰ）に出資し，本件発電事業に参画することについて承認した。 

 

２ ＮＢＰへ出資後の当社の関わり 

以下のとおり，ＮＢＰから当社への事業報告がなされていたが，本件不適正処理
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を未然に防ぐことを可能にするに足る報告がなされたものとは認められない。 

（１）事業部及び責任者への報告 

ア 業務進捗報告書 

ＮＢＰは，２０１６年５月以降，毎月「事業進捗報告書」を作成し，業務担

当部署である環境事業本部に送り，ＮＢＰ及びＮＢＦにおける事業の進捗状況

及び課題等を報告している。報告の相手は，環境事業本部の担当者及び第二次

責任者である環境事業本部の統括までである。 

 

イ 月次報告（「課題及び進捗状況」と題する報告書） 

ＮＢＰは，２０１６年１０月以降，上記「業務進捗報告書」以外に，ＮＢＰ

に関する課題及び進捗状況に関する月次報告書を作成し，環境事業本部に報告

していた。同報告書は，過去生じた課題等について，毎回すべて記載した上で，

新たな課題や進捗状況を加筆する方法で作成されている。すなわち，最新の月

次報告書には，過去の課題及びその進捗状況がすべて確認できるように作成さ

れている。 

上記「業務進捗報告書」の受領者は，環境事業本部及び第二次管理責任者で

ある統括限りであるのに対し，当該月次報告は，環境事業本部において修正の

上，以下の用途に供されていた。 

①添付資料として，取締役会への報告資料 

②事業分野別会議における資料 

③電子報告及び環境事業部が利用しているイントラネットにおける共有 

 

（２）事業分野別会議 

当社は，当社会長及び社長に対し事業分野別の業務報告を行うため，２０１７

年４月１日より，原則２か月に１度，事業分野別会議を開催している。同会議は，

正式な意思決定を行う会議ではなく，当社会長及び社長に事業分野別の業務報告

を行う趣旨で開催されている。環境事業に関する，同会議の出席者は，会長，社

長，営業全般管掌，管理全般管掌，環境・原燃料事業統括及び副統括，環境・原

燃料事業本部長，資源・環境事業部長等である。 

同会議において，ＮＢＰに関しては，上記月次報告書を資料として，その時々

の業績や課題等について環境事業統括及び副統括から会長及び社長に報告が行わ

れた。 

  

（３）経営会議 

当社がＮＢＰに出資して以降，当社経営会議において，ＮＢＰ関連事業に関し

て議論が行われたのは，２０１４年８月２０日から２０１６年６月２日までの間
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に計７回である。同会議では，ＮＢＰの子会社であるＮＢＦの設立，事業計画の

修正，資金調達及び設備発注等について検討された。２０１６年６月２日以降は，

ＮＢＰ関連事業に関して経営会議が行われたとの資料はなく，ＮＢＰの業務進捗

に関して，当社の経営会議で報告されたことを示す資料も見当たらなかった。 

  

（４）事前承認・本部稟議 

当社がＮＢＰへ出資後も，ＮＢＦの設立，ＮＢＰ又はＮＢＦによる設備発注，

ＮＢＰ及びＮＢＦの役員の選任等重要事項（当社管理規程に基づく事前承認事項

及び稟議事項）については，当社において事前承認及び本部稟議が行われている。

ただし，事前承認及び本部稟議に際して，ＮＢＰ又はＮＢＦの具体的な経営上の

課題等については報告されていない。 

 

（５）取締役会 

ＮＢＰへの出資後，当社取締役会において，ＮＢＰないしＮＢＦ関連事業につ

いての決議は行われていない。ただし，取締役会添付資料として，上記月次報告

が添付され，ＮＢＰ及びＮＢＦに関する報告が行われていた。 
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第１１ 廃棄物性に関する法的問題 

１ 廃棄物の定義及び判断要素 

（１）法令及び判例上の解釈 

廃棄物とは，ごみ，粗大ごみ，燃え殻，汚泥，ふん尿，廃油，廃酸，廃アルカ

リ，動物の死体その他の汚物又は不要物であって，固形状又は液状のものをいう

（廃掃法第２条第１項）。また，産業廃棄物とは，事業活動によって生じた廃棄物

のうち，燃え殻，汚泥，廃油，廃酸，廃アルカリ，廃プラスチックその他政令で

定める廃棄物をいう（同条第４項第１号）。また，同号を受けて，廃掃法施行令第

２条第１２号では，大気汚染防止法第２条第２項に規定するばい煙発生施設，ダ

イオキシン類対策特別措置法第２条第２項に規定する特定施設等の施設において

発生するばいじんであって，集塵施設において集められたもの（以下，単に「ば

いじん」という。）も産業廃棄物であると定められている。 

この点，廃掃法施行令第２条第４号に定める「不要物」15の解釈が問題となった

判例（最決平成 11 年 3 月 10 日刑集 53-3-339）は，同号にいう「不要物」とは，

自ら利用し又は他人に有償で譲渡することができないために事業者にとって不要

になった物をいい，これに該当するか否かは，その物の性状，排出の状況，通常

の取扱い形態，取引価値の有無及び事業者の意思等を総合的に勘案して決するの

が相当であるとしている（その上で，豆腐製造業者から，処理料金を徴して収集

し，運搬・処分したおからは，不要物に当たるとした）。 

 

（２）行政の通達による解釈 

旧厚生省は，通達（昭和５２年３月２６日）を発出し，廃棄物とは「占有者が

自ら，利用し，又は他人に有償で売却することができないために不要となった物

をいい，これらに該当するか否かは，占有者の意思，その性状等を総合的に勘案

すべきものであって，排出された時点で客観的に廃棄物として観念できるもので

はない」としている。 

また，環境省は，上記通達をさらに敷えんする通達（平成３０年３月３０日環

循規発第１８０３３０２８号16）を発出し，廃棄物の疑いのあるものについては以

下のような各種判断要素の基準に基づいて検討するよう各地方自治体に指示をし

ている。 

 

 

                                                   
15 廃掃法第 2 条第 4 項を受けて「食料品製造業，医薬品製造業又は香料製造業において原

料として使用した動物又は植物に係る固形状の不要物」を産業廃棄物と定めている。同法

第 2 条第 1 項の「不要物」も同義と解される。 
16 平成 30 年 3 月 30 日環循規発第 18033028 号が発出されるまでは，平成 25 年 3 月 29

日・環廃産発第 1303299 号において同様の判断要素が示されていた。 
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（ア）物の性状 

利用用途に要求される品質を満足し，かつ飛散，流出，悪臭の発生等

の生活環境の保全上の支障が発生するおそれのないものであること。実

際の判断に当たっては，生活環境の保全に係る関連基準（例えば土壌の

汚染に係る環境基準等）を満足すること，その性状についてＪＩＳ規格

等の一般に認められている客観的な基準が存在する場合は，これに適合

していること，十分な品質管理がなされていること等の確認が必要であ

る。 

（イ）排出の状況 

排出が需要に沿った計画的なものであり，排出前や排出時に適切な保

管や品質管理がなされていること。 

（ウ）通常の取扱い形態 

製品としての市場が形成されており，廃棄物として処理されている事

例が通常は認められないこと。 

（エ）取引価値の有無 

占有者と取引の相手方の間で有償譲渡がなされており，なおかつ客観

的に見て当該取引に経済的合理性があること。実際の判断に当たって

は，名目を問わず処理料金に相当する金品の受領がないこと，当該譲渡

価格が競合する製品や運搬費等の諸経費を勘案しても双方にとって営利

活動として合理的な額であること，当該有償譲渡の相手方以外の者に対

する有償譲渡の実績があること等の確認が必要である。 

（オ）占有者の意思 

客観的要素から社会通念上合理的に認定し得る占有者の意思として，

適切に利用し若しくは他人に有償譲渡する意思が認められること，又は

放置若しくは処分の意思が認められないこと。（以下略） 

 

（３）木質ペレット又は木質チップを専焼ボイラーで燃焼させて生じた焼却灰の廃棄

物性に関する解釈 

上記判例（最決平成１１年３月１０日刑集５３－３－３３９）は，廃棄物のう

ち「不要物」の解釈が問題となった事案であり，本件で問題となっているのは，

産業廃棄物として条文上例示されている「燃え殻」17及び「ばいじん」18の廃棄

物性の判断である。ただ，「燃え殻」「ばいじん」であっても，その廃棄物性の判

断は，上記判例と同様に各要素に照らし総合判断されるものと解される。この点

に関し，環境大臣は，２０１３年６月２８日，各都道府県・政令市廃棄物行政主

                                                   
17 廃掃法第 2 条第 4 項第 1 号 
18 廃掃法第 2 条第 4 項第 1 号，廃掃法施行令第 2 条第 12 号 
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管部（局）長宛に「「規制改革実施計画」（平成２５年６月１４日閣議決定）にお

いて平成２５年６月中に講ずることとされた措置（バイオマス資源の焼却灰関係）

について（通知）」（平成２５年６月２８日付け環廃産発第１３０６２８２号）を

発し，地方自治法第２４５条の４第１項の規定に基づき，以下のような技術的な

助言を行っている。 

 

１ 木質ペレット又は木質チップを専焼ボイラーで燃焼させて生じた焼却灰に

ついて 

専焼ボイラーの燃料として活用されている間伐材などを原料として製造さ

れた木質ペレット又は木質チップについて，それらを燃焼させて生じた焼却

灰の中には，物の性状，排出の状況，通常の取扱い形態，取引価値の有無，

占有者の意思等を総合的に勘案した結果，不要物とは判断されず畑の融雪剤

や土地改良材等として有効活用されている例もある。このような，木質ペレ

ット又は木質チップを専焼ボイラーで燃焼させて生じた焼却灰（塗料や薬剤

を含む若しくはそのおそれのある廃木材又は当該廃木材を原料として製造し

たペレット又はチップと混焼して生じた焼却灰を除く。）のうち，有効活用

が確実で，かつ不要物とは判断されない焼却灰は，産業廃棄物に該当しない

ものである。 

２ 全国統一相談窓口の設置について 

１で述べた焼却灰が産業廃棄物に該当するか否かについて事業者等が行政

庁に相談する場合は，許可権者である各都道府県・政令市に相談する必要が

あるが，必要に応じて事業者等が環境省にも相談できるよう，以下のとおり

全国統一相談窓口を設置した。複数の都道府県・政令市が関係する事案であ

って当該各都道府県・政令市の判断結果が合理的な理由なく異なる可能性が

ある場合等には，本相談窓口の活用を促されたい。また，全国統一相談窓口

に相談があった事案について，関係する都道府県・政令市に照会する場合が

あるので，その際は対応願いたい。 

【全国統一相談窓口】 

産業廃棄物課規制係（電話：03-5521-9274） 

 

２ 造粒固化物の廃棄物該当性 

（１）ＮＢＰの認識と廃棄物性を基礎付ける事情 

造粒固化物の廃棄物性に関わるＮＢＰの認識及び廃棄物性を基礎付ける事情と

して以下の事情があげられる。 
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廃棄物性の検討事項 ＮＢＰの認識（2015年12月時点） 廃棄物性を基礎付ける事情 

（ア）物の性状 
〔要素〕 
(i)生活環境保全に係る関連

基準の適合性 
(ⅱ)その性状について，一

般に認められている客
観的基準に適合するこ
と 

(ⅲ)十分な品質管理が行わ
れていること 

(i)造粒固化物は，環告第46号の溶
出試験において，土壌環境基準を
満足している。なお，木質（生木
100％）バイオマスに重金属類は
含まれていない。 

(ⅱ)造粒固化物を脱水ケーキに10～
20％混合した場合，品質は既存品
（セメント）と同等であり，また
粒度調整材として天然砕石の代替
機能を持つ。 

(ⅲ)環境保全に係る品質管理とし
て，未処理灰の混入を防ぐため
に，集塵装置が正常に機能してい
る状態で加工された造粒材のみを
造粒固化物として取り扱う。その
ため，加工時の品質管理として造
粒固化物と不良品（廃棄物）との
境界を明確にできる。 

 

溶出試験の結果，一部の焼却
灰及び造粒固化物から土壌環
境基準を超える重金属が検出
された（なお，この点に関
し，ＮＢＰは，Ｂ社への確認
を経て，利用地において砂と
混ぜ，基準値を下回れば問題
ないと考えていた。）。 

（イ）排出の状況 
〔要素〕 
(i)排出と需要のバランス 
(ⅱ)排出前の適切な保管等 

(i)譲渡先候補の需要に照らし，一
年間の有償譲渡量は，十分に流通
可能な範囲である。 

(ⅱ)造粒品は屋根付のストックヤー
ドにて3日程度養生し，強度が発
言し始める段階で出荷しているた
め，排出前や排出時に適切な保管
を行っている。 

ＮＢＰは，2016年7月から造
粒固化物をＣ社に対して販売
できなくなったため，それ以
降，2016年12月頃まで，造粒
固化物を敷地内に滞留させ
た。一番多い時には，敷地内
に合計約1,000トンの焼却灰
及び造粒固化物が溜まってい
た。 

（ウ）通常の取り扱い形態 
〔要素〕 
(i)市場の形成 
(ⅱ)廃棄物としての処理事

例 

(i)市場は形成しつつあるとの認識
であった。 

(ⅱ)この点について，ＮＢＰは，岩
手県に対し，余剰の造粒固化物や
焼却灰については，不適切な場内
保管を行うことなく，速やかに産
廃処理にすることとしている旨報
告している。 

市場が形成されているとまで
認められる前例を発見するこ
とはできなかった。 
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廃棄物性の検討事項 ＮＢＰの認識（2015年12月時点） 廃棄物性を基礎付ける事情 

（エ）取引価値の有無 
〔要素〕 
(i)処理料金相当の授受 
(ⅱ)譲渡金額の妥当性 
(ⅲ)複数の相手に対する有

価譲渡実績 

(i)譲渡先とは造粒固化物の売買契
約のみを締結しているので，譲渡
先に対し，処理料金相当の金品を
渡していない。 

(ⅱ)造粒固化物は，出荷時における
発電所内のトラックスケール計量
値を検収値として，100円/トンで
譲渡する。また，譲渡先が運搬費
を負担するため，譲渡先の造粒固
化物購入のための実質的な調達価
格は1,500円/トンとなる。 

(ⅲ)マーケティング調査の結果，複
数の企業より取引を検討したい旨
の回答を得ている。 

Ｄ社への売却について，運搬
費用自体は，譲渡先のＤ社が
負担していたが，ＮＢＰは，
運搬費を固化材費用に織り込
むとするＢ社の要望を認めて
固化材費用をＢ社に支払って
いた。ただし，Ｂ社が当該織
り込み分の費用をＤ社に支払
っていたか否かは明らかでは
ない。なお，この点につい
て，ＮＢＰは，直接Ｄ社に運
搬費用を支払っていない以
上，いわゆる逆有償19には該
当しないものと認識してい
た。 

（オ）占有者の意思 
〔要素〕 
有償譲渡する意思が認め

られること又は放置若しく
は処分の意思が認められな
いこと 

 FAは，そのまま，特殊肥料として
販売し，造粒固化物は，緑化基盤材
又は土壌改良材等の名称で販売して
いた。あくまで有償譲渡目的であ
り，廃棄物を処分する目的で販売し
たわけではない。 

2017年2月頃から，BAを，産
廃処理費用削減のために，FA
のみで製造した造粒固化物に
そのまま混ぜてＤ社に販売し
ていた｡また，2017年8月から
は，BA及び23PAいずれかを，
FAの造粒固化物にそのまま混
ぜてＤ社に販売していた(な
お，ＮＢＰは，BA及び23PAを
混ぜることについては，Ｂ社
に確認を行い，了承を受けて
いたため，問題ないものと考
えていた。）。 

 

（２）小括 

本件不適正処理における造粒固化物の廃棄物性の判断については，最終的に司法

判断に委ねられるものであるが，当委員会において，上記の事実関係から検討した結

果は，以下のとおりである。 

造粒固化物の廃棄物性に関わるＮＢＰの認識それ自体は，造粒固形物が有価物

として取引の対象となり得る事情を示しており，ＮＢＰにおいて，それが廃棄物

であることを認識しながら，廃掃法の定める義務を免れるためにことさら有価物

                                                   
19 逆有償とは，廃棄物を再生した製品等を販売する際に，売買代金額より運搬費用が上回

る状態のことである。逆有償の場合，販売を行うほどに損失が生じるので，係る製品につ

いて有価物性は認められず，一般的に，廃棄物であると解される（平成 30 年 3 月 30 日環

循規発第 18033028 号「第 1 の 4（2）①エ」参照）。なお，環境省は逆有償が生じた場合

の製品の廃棄物性について通達（平成 25 年 3 月 29 日環廃産発第 130329111 号）を発

し，「産業廃棄物の占有者(排出事業者等)がその産業廃棄物を，再生利用又は電気，熱若し

くはガスのエネルギー源として利用するために有償で譲り受ける者へ引渡す場合において

は，引渡し側が輸送費を負担し，当該輸送費が売却代金を上回る場合等当該産業廃棄物の

引渡しに係る事業全体において引渡し側に経済的損失が生じている場合であっても，少な

くとも，再生利用又はエネルギー源として利用するために有償で譲り受ける者が占有者と

なった時点以降については，廃棄物に該当しないと判断しても差し支えない」との見解も

示している。 
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性を偽装したものとまでは認め難い。もっとも，上記のとおり，実際にはＮＢＰ

の認識に沿わない事情があり，特に，土壌環境基準を超える重金属等が含有され

ていること，取引合理性に沿わない原価設定となっていること，取引事例が十分

に存在せず市場が形成されているとは言い難いこと等は，廃棄物性を基礎付ける事情

といえる。これらの事情を総合考慮すると，本件において製造販売された造粒固化物

が廃棄物であると認定されると判断される。 

 

３ 産業廃棄物の排出事業者としての義務 

造粒固化物が廃棄物と認定される場合には，ＮＢＰは，産業廃棄物の排出事業者

として，自らの責任において適正に処理しなければならない（廃掃法第３条）。具

体的には，以下のような義務を負うことになる（ただし，刑事罰の適用がある義務

のみ記載）。 

①排出事業者は，その産業廃棄物が運搬されるまでの間，環境省令で定める基

準に従い，生活環境の保全上支障が無いように保管しなければならない（廃

掃法第１２条第２項，同法施行規則第８条）。 

②排出事業者は，その産業廃棄物の運搬又は処分を他人に委託する場合には，

その運搬については産業廃棄物収集運搬業者その他環境省令で定める者に，

その処分については産業廃棄物処分業者その他環境省令で定める者にそれぞ

れ委託しなければならない（廃掃法第１２条第５項）。 

③排出事業者は，委託した産業廃棄物の処理の状況に関する確認を行い，発生

から最終処分が終了するまでの一連の処理の工程における処理が適正に行わ

れるために必要な措置を講ずるように努めなければならない（廃掃法第１２

条第７項）。 

④排出事業者は，産業廃棄物の運搬又は処分を他人に委託する場合（環境省令

で定める場合を除く。）には，環境省令で定めるところにより，当該委託に

係る産業廃棄物の引渡しと同時に当該産業廃棄物の運搬を受託した者に対

し，当該委託に係る産業廃棄物の種類及び数量，運搬又は処分を受託した者

の氏名又は名称その他環境省令で定める事項を記載した産業廃棄物管理票

（マニフェスト）を交付しなければならない（廃掃法第１２条の３第１項，

同法施行規則第８条の１９乃至同条の２１）。 

⑤排出事業者は，交付したマニフェストの写しを当該交付した日から５年間保

存しなければならず（廃掃法第１２条の３第２項），また，運搬又は処分が

終了した旨のマニフェストの写しについて，当該送付を受けた日から５年間

保存しなければならない（同条第６項）。 

 

ＮＢＰは，造粒固化物をあくまで有価物として認識して販売していたため，上記
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のような排出事業者としての義務を履行していない。そこで，造粒固化物が廃棄物

であると認定される場合，ＮＢＰは客観的に上記義務の一部又は全部について義務

違反をしていることとなる。なお，ＮＢＰが売却・搬出した造粒固化物が全量廃棄

物であった場合，ＮＢＰは，排出した産業廃棄物が年間１，０００トンを超えるた

め，多量排出事業者となる（廃掃法第１２条第９項，同法施行令第６条の３）。その

ため，ＮＢＰは，多量排出事業者として，当該事業場に係る産業廃棄物の原料その

他その処理に関する計画を作成し都道府県知事に提出する義務も負っており（同法

第１２条第９項），また，当該計画の実施状況について都道府県知事に報告する義

務も負っていたことになる（同条第１０項）。 

ＮＢＰの認識が誤りであったとすれば，上記のような義務の不履行は客観的に違

法であり，適法な状態を回復するための措置を執ることは当然である。ＮＢＰの製

造販売した造粒固化物が廃棄物性を有すると認められる可能性がある以上，ＮＢＰ

において，造粒固化物の製造販売を中止し，当面焼却灰はすべて産業廃棄物として

処理するものとしたこと，また，各地に搬入した造粒固化物について各地方自治体

の指導に則って撤去等の対応を行うものとしたことは適切と考える。  
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第１２ グループ内類似案件の有無・内容 

当委員会は，本件不適正処理の類似案件の有無について，当社グループのうち，

焼却灰等の廃棄物が発生するボイラーを保有している各社を調査したところ，ボイ

ラーから排出されるばいじんを土壌改良材等の原材料用途として販売している事

例があったが，行政との相談を十分に行っており廃掃法上の問題は生じておらず，

しかも現在は，販売をせずに全量産業廃棄物として処理している。 
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第１３ 原因分析と問題点 

１ 前提 

（１）事実経緯における問題点 

本件不適正処理の発覚は，福島県内の太陽光発電所での利用を前提にＮＢＰか

らＤ社に販売された造粒固化物が，宮城県内の別の利用地で利用するために転売

されていたことが発覚したことに端を発する。その後に実施した関係者に対する

ヒアリングにおいても，灰再資源化事業をめぐる経過の中で，「（ｂ）専務（当時）

がＢ社に確認して問題ないと言っていた」との供述が散見され，灰再資源化事業

のスキームに関し，自らの責任でなく第三者である取引業者の判断に委ね，結果

としてＮＢＰの統制の及ばない状況に至ったという実態が浮き彫りになった。 

本件発覚当時，ＮＢＰの責任に意識が及ばなかったのは，廃掃法規制の理解不

足に起因する排出事業者としての責任に対する自覚の乏しさからであり，問題の

根幹には，コンプライアンス，とりわけ倫理観の欠如というよりも専門的な知識

不足の目線からの検討不足が認められた。また，灰再資源化事業は，当社の子会

社として新規に行っていた事業であって，以下に詳述する灰再資源化事業の特殊

性との関連も認められる。 

 

（２）灰再資源化事業の特殊性 

本件不適正処理においては，焼却灰の有効利用という制度上の問題にかかわら

ず，そもそも土壌環境基準値を超過した造粒固化物を販売するなどしており，そ

れ自体，強い非難を受けるべき行為である。それを踏まえた上，灰再資源化事業

においては，以下の特殊性が認められる。 

灰再資源化事業の概要は，前記のとおりであり，灰再資源化事業は，発電設備

から排出される焼却灰を造粒固化した上，有価物として販売することを内容とし

ていた。 

廃掃法上，焼却灰が有価物として認められるのは，有効活用が確実で，かつ，

不要物とは判断されない場合に限られる。そして，かかる有価物性の認定は，当

該物の性状，排出の状況，通常の取扱い形態，取引価値の有無，占有者の意思等

の各種判断要素の総合的な検討によって判断されている。 

そのため，造粒固化物が有価物と判断されるか否かは，一義的に明らかでなく，

事業者は，有価物として販売を計画する場合，前記の判断について法令解釈を行

う機関（一次的には各地方自治体）に相談しながら進めることが必要となる。し

かし，有価物性の解釈が一義的でない以上，地方自治体間でその判断が異なるケ

ースも想定される。 

それゆえ，灰再資源化事業に参画する事業者においては，その計画段階におい

て，焼却灰を有価物として販売する是非を慎重に確認することが求められると同
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時に，かかるリスクを想定しておくことが必要であった。 

 

２ 原因分析 

（１）新規事業計画時のスキームチェック体制の未構築 

ア 新規事業スキーム全体に対するリーガルチェックの不足 

灰再資源化事業は，当社の新規事業として，主要事業である木質バイオマス

発電事業の付帯事業として企画当初より検討されていた。しかし，当社側の担

当者は廃掃法上のリスクを検証しておらず，灰再資源化事業スキームの法的問

題点やその解決策が検討課題に挙がることさえもなかった。 

この原因には，企画段階の中心的な検討課題が，主要事業たる木質バイオマ

ス発電事業による安定的な電力供給を目的とした設備選定や燃料確保であっ

たこと，また，本件発電事業の総投資額に比べ，灰再資源化事業の設備投資額

が小さかったことなどから，業務担当部署及び経営会議における灰再資源化事

業の検討の重要度が相対的に低くなってしまったことに起因すると考えられ

る。加えて，そもそも主要事業と付帯事業とを問わず，当社内の事業検討にお

いて事業スキーム全体に対する包括的なリーガルチェックは必須事項とされ

ておらず，契約書等のチェックなどに限定されていた。また，企画段階におい

て企画を検討する事業部においても，事業を推進する側でありながら，主要事

業か付帯事業かにかかわらずリーガルリスクを含めて，包括的にリスクを検

討・管理する意識が強くなかったことが認められる。 

他方，灰再資源化事業においては，最終的には司法の判断に属する廃掃法上の

廃棄物性（有価物性）の判断が，事実上地方自治体の認定に委ねられている20ため，

地方自治体によって有効利用が認められない限り，灰再資源化事業は行うこと

ができないのが実情である。そのため，灰再資源化事業を行うには，焼却灰の

排出から最終処分又は再資源化までのすべての段階で，地方自治体と綿密な協

議を重ねつつ，廃掃法上の規制に適合するようスキームを構築しなければなら

ないという重要な検討課題が内在していた。 

本件では，このような廃掃法上の重要な検討課題を発見・検討できるような

事業スキーム全体に対する包括的なリーガルチェックを含めたリスクへの配

慮が不足していた。その結果，焼却灰を原料とする造粒固化物は，地方自治体

の判断次第では処理費用をかけて産業廃棄物として取り扱わなければならな

い事態も想定され，また地方自治体の判断に当たっては，造粒固化物の性状と

して，原料，製造方法，重金属等の有害物質の検出量が重要視され，そのため

製造工程に関する仕組みを整備しておかなければならないことなど，事業計画

                                                   
20 事前に地方自治体の判断を受ければ，事後に法令違反による罰則の適用を避けられる可

能性が高いので，このこと自体は有益である。 
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に大きく影響する要素が内在していたが，それらが見逃されたまま，設備投資

及び発電運営が開始されてしまった。 

このように，企画段階に事業スキーム全体に対する包括的なリーガルチェッ

クを含むリスクの検討が不足していたことが，一連の不適正処理の大きな要因

となっていると認められた。 

 

イ 事業スキームのリスクが顕在化した場合の具体的な想定・検討が不十分 

主たる事業計画が先行し，これに付随する事業計画が並行して進められる場

合，主たる事業の進捗を優先するために，その付帯事業の計画については，ス

キームが確定しないまま，ある程度運用を開始しなければならない場合も想定

される。本件では，付帯事業たる灰再資源化事業の設備投資が進められた時点

では，未だ造粒固化物の取扱いは岩手県と協議を進めており，当時，造粒固化

物の販売先候補であった岩手県内のＫ社に対し販売できることさえも確定し

ていなかった（結果としても販売できなかった。）。すなわち，当該時点におい

て，発電所稼働前に岩手県が造粒固化物を有価物と判断するか否かは不確定で

あり，他県への搬出を含め確実な販路は見出されていなかった。 

かかる状況において，本来，当社は，発電所稼働後に永続的に灰を産業廃棄

物として処理しなければならない事態をも想定し，有価物と判断される場合と

産業廃棄物と判断される場合のそれぞれのスキームを立案・検討する必要があ

ったが，産業廃棄物と判断される場合のスキームを立案・検討できなかった。 

さらに，本件では，焼却灰を造粒固化して販売することが企画当初から前提

とされており，焼却灰をすべて産業廃棄物として搬出しなければならない場合

に備え，具体的な搬出先の確保や廃掃法上の要件を満たす焼却灰の保管場所の

確保等を講じるべき必要性が認識されていなかった。 

このように，計画段階で焼却灰を有価物として販売できない場合を想定して

いなかったため，発電設備稼働後，焼却灰を産業廃棄物として処理するという

判断を容易には採り得ず，その後も，造粒固化物の製造コストの増加から当該

スキームの経済的な合理性に疑義が生じるような事態に直面していたにもか

かわらず，造粒固化物の製造・販売の見直しは考慮されることのないままに，

もろもろの判断が継続されるに至ったと考えられる。 

具体的には，発電所稼働後，造粒固化物の販売が停止されていた２０１６年

７月１５日から同年１１月末までの間，ＮＢＰは，排出される焼却灰の全量を

発電所敷地内に保管することとしたが，そもそも造粒固化物の保管場所である

テント倉庫しか確保されていなかったため，テント倉庫に保管しきれなくなっ

たＢＡや造粒固化物を発電所敷地内の砂利敷き部分に敷きならすという対応

が採られた。この時点で，ＢＡは産業廃棄物であるし，造粒固化物も岩手県か
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ら有価物販売の了承を得ていなかったことから，岩手県から，撤去指導を受け

るという事態が起きている。その後，前記のとおり，福島県に対する説明と整

合しない態様において，ＢＡが混入した砂利や造粒固化物を販売するという不

適正処理が誘引されていった。さらに，運搬費及び砂代により固化材代金が値

上げされた２０１７年７月以降，造粒固化物として販売することには，産業廃

棄物として処理する場合に比してコスト面で大きな優位性がなかったにもか

かわらず，造粒固化物の販売が前提とされた上，少しでもコストを削減するた

め，２３ＰＡについても固化せずにＦＡの造粒固化物に混入するという判断に

つながっていたと考えられる。 

 

ウ 協力企業が有するノウハウや知見を見極め，自社で補うべき部分の検討が不

足していた 

本件発電事業は，当社とＡ社の共同事業として実施されたところ，当社にお

いては，当社が資金調達及び経営管理等を担い，Ａ社が発電所運営のノウハウ

を生かして許認可等の取得を含む事業運営のための実務を担うことが役割と

して認識されていた。本件のように，当社が既存事業のノウハウを活用できな

いような新規事業に参入する場合，協力会社に対しては，自社の専門性の不足

を補填し，ノウハウを提供する役割が期待されていた。 

しかし，本調査においては，協力会社たるＡ社は，バイオマス発電の経験は

あるものの，灰再資源化事業及び焼却灰の造粒固化物の販売については，灰再

資源化設備を販売するＢ社のノウハウに依拠していた可能性が明らかになっ

た。 

本件では，当社は，本件発電事業を企画するに当たり，Ａ社の有する灰再資

源化事業に対する経験や能力を十分に把握せず自社で補わなければならない

部分を認識しないまま，焼却灰の造粒固化物を有価物で販売できることを前提

として本件発電事業の企画を進めていた。その結果，前項のとおり，地方自治

体による承諾が得られず焼却灰の造粒固化物が有価物として販売できない場

合を想定できないまま発電所を稼働させ，本件に至っている。 

こうした事態を招いた要因の一つとして，当社が主要事業として身を置く紙，

板紙及びパルプ等の卸売並びにこれに関連する製造及び加工等（以下「紙卸売

事業等」という。）においては，長年の事業経験から，すでに事業リスクには十

分に経験値が蓄積されており，また取引先や協力会社に関する情報を得やすく，

かつ，伝統的な業界において各社が信義・信用を重んじる社風を共有しており，

当社内でも，自ずと相手方を信用することを良しとする風土や価値観が形成さ

れていたことが考えられる。このような風土を背景に，当社は，新規事業分野

において，協力会社の能力や経験等を正確に評価する管理体制が整っていない
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にもかかわらず，Ａ社を灰再資源化事業の専門家としてすべてを委ね，焼却灰

に関する別の専門家への相談をしないまま本件発電事業を進めていたことが

認められる。 

このように，当社は，前記風土を前提として，企画段階において協力会社か

ら提供される知見やノウハウを批判的に検証しないまま，別の外部専門家の意

見を得ることもなく，協力会社に事実上は全面的に依拠して本件発電事業を進

めていったことにより，本件に至ったと考えられる。 

 

（２）廃掃法規制及び廃棄物事業のリスクに対する理解不足 

灰再資源化事業は，地方自治体が造粒固化物を産業廃棄物であると判断する場

合には，事実上，ＮＢＰがすべての灰について排出事業者としての処理責任を負

うこととなり，当該規制に違反する場合には告発もあり得るリスクを内包するも

のであった。 

また，現に問題が生じているように，有価物と判断された利用地域や利用用途，

造粒固化物の性状等の範囲を超えて，造粒固化物が産業廃棄物として搬出・拡散

された場合には，排出事業者の故意の有無にかかわらず，産業廃棄物と認定され

て当該の搬出・拡散された先の地方自治体からは撤去を求められ，搬出先に対し

ても風評被害を生じ得る可能性があることから，その搬出管理には最大限の配慮

を要すべきであった。また，造粒固化物に土壌環境基準値を超える重金属等の有

害物質が含まれないように，その品質管理に万全を期さなければならなかった。 

しかし，本件では，灰再資源化事業に内在するこのようなリスクを，当社及び

ＮＢＰのいずれも認識していなかった。このような灰再資源化事業に伴う廃掃法

上の法的リスクやこれに派生する事業上の現実のリスクを認識していなかったか

らこそ，当社及びＮＢＰは，後記のとおり，地方自治体との協議や搬出の可否に

関する判断までも他者の意見に委ねていたと考えられる。 

その結果，ＮＢＰは，地方自治体や販売先に対し，実際に搬出する造粒固化物

につき重金属等の分析結果を報告・共有しないまま搬出を開始し，さらに，造粒

固化物の品質・性状として説明していた土壌環境基準値を超えて重金属等が検出

されてもこれを重要視せず，利用地において砂で希釈化しているから問題ないと

の他社の助言を客観的に検証することなく信じて，排出事業者としての法的な責

任を自覚した上での方策を講じることなく搬出を続けていた。 

また，岩手県から，県外の利用地に搬出する場合でも県外に搬出されるまでの

運搬についてはマニフェストを利用して管理するよう指導されたことに対し，そ

の趣旨を理解せず，マニフェストの記載内容について厳密な管理を行っていなか

った。かかる経緯において，マニフェスト及び売買契約上，運搬先が適正に管理

されていなかったことが，Ｄ社による別の利用地への搬出が看過されるという結



   

 

71 

 

果を生じている。 

このように，当社及びＮＢＰにおいて，廃掃法規制及び廃棄物事業のリスクに

対する理解不足があり，その結果，産業廃棄物として処理し，又は販売方法を是

正できる契機がいくつもあったにもかかわらず，これらの契機を看過し続け，適

正処理に向けた軌道修正を行えなかったことが認められる。 

 

（３）灰再資源化事業の運営後における当事者意識の欠如 

本件では，灰再資源化事業に関する判断のほとんどはＡ社の従業員又は役員で

もあった（ｂ）氏ないしは取引業者であるＢ社に委ねており，ＮＢＰ社長（ｃ）

氏は，この（ｂ）氏ないしはＢ社の判断を追認していたという実態が認められる。

現場の担当者は，灰再資源化事業における造粒固化物の製造方法，保管方法，重

金属等検出結果の取扱い，突発的に生ずる課題への対応について，（ｂ）氏を通じ

て，取引業者であるＢ社に確認していた。 

例えば，Ｃ社に対する造粒固化物の販売に際し，山形県内への搬出を山形県に

よって了承されたとのＢ社からの連絡を信じ，廃棄物性に関する地方自治体の重

要な判断をＮＢＰとして直接確認していなかったこと，岩手県との協議過程にお

いて，当初より造粒固化物を有価物であると判断することが困難であるとの見方

が示され，その後，山形県への搬出が頓挫した状況においても，協議は前進して

いるかのような（ｂ）氏の状況判断を客観的に検証することなく信用していた状

況が認められる。 

その後も，重金属等の封じ込め方法として，固化材にキレート剤が使用される

という当初の説明が利用地で砂と混ぜて希釈化されるという説明に変遷した時点，

造粒固化物の製造方法に関し，すべての灰を造粒固化するという当初の方針がＢ

Ａ及び２３ＰＡについてＦＡの造粒固化物にそのまま混合するという方針に変更

された時点，Ｂ社が搬出先からＮＢＰに請求すべき造粒固化物の運搬費や砂代を

固化材代金に上乗せするという不自然な処理を要求した時点，Ｂ社が取引継続の

ために固化材代金の多額の値上げを要求した時点など，（ｂ）氏やＢ社の助言や方

針に疑問を持ち得る契機はいくつもあったが，自社で責任を持って検討すること

を怠っていたため，ＮＢＰは，これらの時点においても方針変更をすることがで

きなかった。 

他方，本調査の過程で，灰再資源化事業における（ｂ）氏による現場への指示

は，灰再資源化設備の販売元であるＢ社の助言を前提に行われていたことが明ら

かになった。 

このような状況が作出された背景の一つとして，前記のとおり，取引相手（協

力会社）を信用することを良しとする風土や価値観があり，自社にノウハウのな

い分野についても，事業パートナーに専門的な知見と能力があることの客観的な
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検証を行うことなく全面的に委ねてしまい，結果的には当事者意識が欠如したま

ま事業運営を続けることになってしまったものと考えられる。本来であれば，立

ち止まって状況に応じ客観的に検討・判断すべき事柄について，すべて第三者に

一任せざるを得ない状況にあったことが，一連の不適正処理を回避できなかった

一つの要因といえる。 

 

（４）子会社の事業運営の誤りを是正又は指導できる体制の不備 

前項のとおり，事業パートナーその他外部専門家を全面的に信頼してしまった

ことと相まって，本件不適正処理の是正を阻んだ大きな要因として，ＮＢＰに判

断の指標ないし根拠を提供する自前の外部専門家が存在しなかったことが挙げら

れる。すなわち，仮に現場の担当者が方針に疑問を持ったとしても，ＮＢＰ内部

に同等の専門家が存在せず，すでに体制として（ｂ）氏を経由してＢ社に確認す

る仕組みが作られていた以上は，ＮＢＰ内部のみで是正するには，限界があった

と考えられる。 

当社では，子会社の経営管理について，関係会社管理規程に基づき，管理責任

者及び管理担当部署を設置し，第一次管理責任者において，経営上の指導，助言

支援等の役割を担うべきことが定められている。もっとも，関係会社管理規程に

基づく当該管理体制は，月次決算等及び業績管理に関するものとして体制が働い

ているケースが多い。本来は，現場の検討課題や悩みについて，グループの経営

管理という観点から，当社において当事者意識を持って共有することが必要であ

り，その場合には，例えば，当社側から状況に応じて，Ａ社の位置付けや灰再資

源化事業の計画を修正するような経営的に合理的な選択肢を提供することも可能

であったといえる。 

また，当社業務担当部署から子会社に配置される非常勤取締役についても，大

所高所からのチェックという感覚が強く，必ずしも現場の事業状況を詳細に把握

していたわけではなかった。 

かかる運用は，子会社経営者に対しては，当社側に事業状況（特に不安要素）

を正確に把握・洞察する機会がない中で，当社が構築した事業計画どおりに運営

すべき結果が求められるという意味において，子会社経営者に負担を負わせる側

面もあったと考えられる。 

また，ＮＢＰないしＮＢＦにおいて，当社業務担当部署のみならず独自に弁護

士等の専門家に相談する機会を構築していなかったことも，現場が抱える灰再資

源化事業の運営上の問題点について客観的に検討する機会を逸し，Ａ社側の弁護

士を含む第三者に一任せざるを得ない状況を作出していた要因といえる。 
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（５）不十分な内部統制 

ア 本社報告及び子会社監査の形骸化 

   （ア）本社報告について 

灰再資源化事業の進捗については，ＮＢＰ取締役会で報告されていたが，

前記のとおり，ＮＢＰ内部においては灰再資源化事業に関し（ｂ）氏のみが

知見を持つと考えられていたことから，灰再資源化事業につき，その他の方

法による適正かつ実効的な統制はなされなかった。 

また，ＮＢＰから当社業務担当部署に対し，毎月，事業進捗報告書及び月

次報告が送付され，当社業務担当部署は，当該報告書の記載に基づき，会長，

社長，以下役員において閲覧可能な各種の報告書式をまとめ，当社内部の会

議資料としていた。当社で各関係者に共有されていた報告書には，灰再資源

化事業における各月の比較的詳細な検討課題が記載されていたものの，前提

として，事業運営についてはＮＢＰの判断に委ねられていたこと，当社内部

にも廃掃法規制に関する専門的知見を持つ人材がいなかったこと，また，当

社業務担当部署以外の関係者にとっては多数の子会社事業の進捗報告の一つ

にすぎなかったことと相まって，殊更注目されていなかったこと，その結果，

当該事象が経営的な問題として認識されていなかったことが認められる。 

そのため，ＮＢＰの報告書自体は多くの関係者が閲覧できる状況にあった

ものの，当社において，灰再資源化事業を軌道修正する必要性までは認識さ

れず，問題意識の欠如から，本件不適正処理を是正するには至らなかった。 

（イ）子会社監査について 

 ＮＢＰには，当社側から配置された監査役が取締役会に出席しており，ま

た，過去の当社子会社による不祥事を受けて，少なくとも２０１８年３月期

決算監査においては，ＮＢＰを含む子会社に対して会計監査のみならず業務

監査が実施され，当社は子会社監査役に対し，監査実務を指導していた。 

 もっとも，ＮＢＰの監査役についても，廃掃法規制や灰再資源化事業のリ

スクに関し専門的な知見を有してはいなかったことから，労務管理等の特定

分野を超えて，灰再資源化事業の実務運営に対するリーガルチェックまでは

実施されていなかった。 

なお，当社は，子会社監査体制の一環として，内部監査室を設置し，１年

に１０社程度の子会社に対する会計監査及び業務監査を実施しているが，本

件発覚時まで，ＮＢＰ及びＮＢＦが監査対象とされたことはなかった。 

以上のとおり，当社における子会社監査体制も，本件不適正処理の是正に

はつながらなかった。 

イ 不適切行為の情報を早期に入手する体制の未構築 

本件で，ＮＢＰの現場の従業員は，製品である造粒固化物から土壌環境基準
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値を超える重金属等が検出されていることを認識していた。この点，（ｂ）氏

は，現場の従業員に対し，Ｂ社に確認した上で，利用地で砂等を混ぜて対応す

ること等を理由に問題がないと述べていた。そのため，多くの現場の従業員は，

本件事業に問題が含まれているとの認識がなく，内部通報の必要性すら認識し

ていなかったと考えられる。 

確かに，ＮＢＰ及びＮＢＦの従業員は，廃掃法規制や灰再資源化の法的リス

クについて正確に理解せず，指揮系統に従って指示を受けていたものであるが，

少なくとも，ＮＢＰにおいて毎月測定していた重金属等の検出量が土壌環境基

準値を頻繁に超えるという事態が望ましいものでないことは認識し得たとい

える。そして，かかる事態が長期化していた上，２０１６年１１月頃には，Ｎ

ＢＰの発電所敷地内にテント倉庫に収まらない相当量の焼却灰が堆積するな

どの異常な事態が生じ，２０１７年７月には，焼却灰の造粒固化に係る費用が

大幅に増大していたことから，現に，焼却灰を造粒固化物ではなく産業廃棄物

として処理すべきことを（ｂ）氏に勧める現場の従業員もいた。 

しかし，他方で，かかる事態に対し当社に設置されているグループ内部通報

制度が利用されることはなかった。内部通報制度が利用されない理由について，

ＮＢＰやＮＢＦのような小規模の子会社においては，内部通報制度自体は周知

されていても，通報者の特定に対する不安や不利益を受けることに対する危惧

が，利用の促進を阻んでいる可能性が考えられる。 

仮に内部通報制度が上手く機能すれば，より早い段階において，当社として

灰再資源化事業計画を見直す契機になり得たと考えられるところ，本件におい

て，内部通報制度は本件不適正処理の是正につながらなかった。 

 

（６）子会社においてコンプライアンスを徹底する人的リソースの不足 

ア 新規事業に係る専門分野に詳しい人材の不足 

本件では，当社出向者がＮＢＰの代表取締役を務めているが，同人はＮＢＰ

の本件発電事業に携わるまでは，発電事業及び灰再資源化事業ともに経験がな

かった。そのため，社内にリスクチェックに関する管理体制がないことと相ま

って，同代表取締役は専門的知見を持つと考えられていたＡ社やＢ社に頼らざ

るを得ない状況に陥った。また，当社内部にも灰再資源化事業に詳しい人材は

おらず，灰再資源化事業のリスクを踏まえたスキームチェックを行ったり，現

場の悩みを吸い上げたりする有効な受け皿とはなり得なかった。 

子会社の役職員において事業運営の状況について詳しく把握していたとし

ても，その状況を把握した上で，当該状況に応じた個々のリスクを適切に評価

することのできる人材がいなければ，ＮＢＰから，当社の子会社事業として始

動した事業計画の大きな方針変更を求めることは困難であったと考えられる。
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また，かかる人材がいて初めて，現場における問題意識をＮＢＰ外部に発信し

て，意見を求め，又は問題提起を行うことが可能であったと考えられる。 

そのため，灰再資源化事業に詳しい知見を持つ人的リソースが欠如していた

ことにより，本件発電事業の企画段階において事業リスクを洗い出してスキー

ムチェックする必要性が認識されず，かつ事業運営段階においても，状況に応

じたリスク管理ができなかったことが，本件不適正処理を作出し，是正するこ

とのできなかった要因の一つと考えられる。 

    

イ コンプライアンス教育（コンプライアンス研修・廃棄物事業）の不徹底 

本件では，ＮＢＰの役員，従業員及び当社環境事業部のいずれも，廃掃法上

の問題を内在する情報に触れながらも，その問題の重要性を認識していなかっ

た。本件不適正処理が意図的に行われたものではなく，一般的な意味における

遵法意識にことさらの欠如がなかったとしても，専門的な知識の不足から結果

的にコンプライアンスが実現されず，当社及びＮＢＰにおいて，廃掃法上のリ

スクが漫然と見過ごされていたと認められる。 

当社では，過去の子会社の不祥事問題を受け，２０１８年度より，グループ

企業の経営を担う出向者向けのコンプライアンス研修をはじめ，社長メッセー

ジの発信等，コンプライアンス意識の醸成を目的とする取り組みを実施してい

る。本件不適正処理は，２０１８年度以前に端を発する問題であるが，外部か

らの通報によって発覚したものであり，結果的に内部通報制度が機能していな

かったといえる。また，当社では，部長級以上の管理職に対するコンプライア

ンス研修は実施されていなかった。 

このように，当社及びＮＢＰ双方に，リスク管理の重要性及びコンプライア

ンスを実現する上での専門知識の共有が達成されていなかったことが，本件不

適正処理を作出し，是正できなかった要因の一つといえる。 
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第１４ 再発防止策の提言 

前項の原因分析を踏まえるとともに，日本取引所自主規制法人が公表した「上場

会社における不祥事予防のプリンシプル」を指針として，１において本件不適正処

理に係るＮＢＰ及びＮＢＦにおける再発防止策を，２以下において，当社としての

再発防止策の提言をする。なお，当社では，２０１８年５月１８日に開示した「当

社子会社における不適切な会計処理」に係る社内調査報告書の「再発防止策の提言」

を踏まえて，すでに社内不正に対する再発防止策の策定・実施を開始していること

から，当該「再発防止策の提言」を前提とし，本件不適正処理に沿った再発防止策

の提言を行うこととした。 

 

１ ＮＢＰにおける本件不適正処理に係る再発防止策の実施 

これまで述べてきたとおり，現在，発電設備から排出される焼却灰はすべて産業

廃棄物として適切に保管，管理及び最終処分されているとともに，造粒固化物が埋

設された山形県，福島県及び宮城県においては，地方自治体と協議しながら，埋め

られた造粒固化物の撤去等の適切な対応を行っているところである。 

このような事態を二度と起こさないため，ＮＢＰ及びＮＢＦにおいては，発電設

備から排出される焼却灰について，今後も廃掃法に従った適切な管理・処理が確保

できるような適法な管理体制を構築しなければならない。特に，廃掃法に従った焼

却灰の適切な保管・管理・委託・処理に係るマニュアルを整備することの他，マニ

フェスト等の法定文書及び関係記録の厳格な管理，さらには焼却灰の分析における

サンプリングマニュアルの整備とそれに基づいた運用も含めて整備する必要があ

る。 

 

２ 新規事業計画時におけるスキーム全体に対するリーガルチェック等の体制の構

築 

当社グループにおいて，紙卸売事業等ではない新規分野に進出する場合には，業

務担当部署において慎重に検討しながら進めることが求められるが，他方，当該分

野特有の問題や特殊性を把握するにも限界があり，本件のようなリスクの大きな課

題が見過ごされるおそれがある。 

また，新規事業スキームの内容が固まった上で出資に向けて動き出すような段階，

例えば出資に必要な契約書等を準備・確認するような段階に至っては，当該スキー

ム全体を見渡して多角的な視点から法的リスクを洗い出すことは時間的に難しく，

すでに軌道修正が困難な状況に陥っていることもあり得る。とりわけ，新規事業や

専門性の高い分野については，事業規模（投資額）と法的リスクが比例するもので

はないことを踏まえ，企画初期の段階からスキーム全体の法的問題の慎重な検討を

含むリスク面の検討が求められる。 
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以上から，新規分野に進出する場合には，企画の早い段階から，当該分野の新規

事業スキーム全体に対するリーガルチェックを実施できる体制の構築が求められ

る。この体制の構築においては，当該新規分野に長けた弁護士などの外部専門家を

活用することが考えられ，スキーム全体に対する法的リスクの洗い出しとソリュー

ションの検討を行う必要がある。 

 

３ 新規事業計画時において，協力企業が有する経験やノウハウを慎重に見極め，リ

スク管理に必要な複数の外部専門家による助言を得られる体制の構築 

新規分野に進出する場合には，すでに当該分野で事業を行っている事業会社の協

力を得つつ事業運営をしていくことが必要となる場合がある。そして，かかる重要

な役割を担う協力会社の選定に当たっては，当該協力会社の専門分野における業績，

経験，能力，管理体制及びその他コンプライアンス体制等を慎重に調査し，事業に

おいて補強すべき要請を確実に満たす能力を有しているかを精査することが不可

欠となる。その上で，当該協力会社との関係における自社の役割を検討し，自社内

で協力会社の助言の適否を判断できる仕組みを整えるとともに，状況に応じさらに

他の協力会社の助言も得つつ，協力体制を構築していく必要がある。 

この場合，協力会社の経験値によっては，さらに別の外部専門家による協力も必

要になることがあるというべきである。そこで，これらのリスク管理の一層の実効性

及び即応性の向上を図るべく，協力企業が有する経験やノウハウを慎重に見極め，リ

スク管理に必要な複数の外部専門家による助言を得られる体制の構築が必要であ

る。 

 

４ 新規事業運営後の子会社において，当社本社に不安要素を相談できる体制と複数

の外部専門家による相談体制の構築 

まず，子会社（特に子会社代表取締役）においては，事業計画のとおりに運営す

べき相当のプレッシャーが認められる反面，事業計画の変更となるような不安要素

が発見された場合には，柔軟な事業計画の見直しを含めて，当社に相談できる体制

を構築することが求められる。 

次に，新規事業や専門性の高い分野での事業の運用に当たって，協力会社に助言

的役割を期待する場合であっても，コンプライアンスの観点からは，当該協力会社

の提供するノウハウやアドバイスについて，自社独自の客観的な検討を通して法的

問題点を再検討し，方針決定する必要がある。 

例えば，本件不適正処理でも，造粒固化物から土壌環境基準を超過した重金属等

が検出された時点で，自社独自で依頼した弁護士に相談をしていれば，廃棄物処理

法上，当該造粒固化物を販売することはリスクが高い旨の助言を得られていた可能

性が高い。 
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したがって，新規事業運営後においても，その事業を担う子会社においては，当

社経由を含めて，複数の外部専門家に相談できる体制を構築することが必要である。 

 

５ 新規事業運営後の環境監査の実施 

前記（第１３－２（５）ア）のとおり，内部統制の一環として本社報告及び子会

社監査が実施されていたものの，結果として本件不適正処理を事前に発見すること

はできなかった。 

その原因として考えられるのは，本社報告に関していえば，これまで述べてきた

とおり，報告する子会社側において，専門的知見がなく，かつ独自に適時に適切な

意見を求められる外部専門家も持ち合わせていなかったことが挙げられる。また監

査に関しては，ＮＢＰ監査役に環境に関する専門的な知見はなく，また内部監査室

による業務監査がＮＢＰやＮＢＦに実施されたこともなかった。なお，内部監査室

による業務監査が行われていたとしても，環境という観点については専門的な監査

がなされなかった可能性が高い。 

しかし，環境事業における特殊性及びリスクの高さはこれまで述べてきたとおり

であり，環境リスクに配慮した特別の監査の実施が必要である。そこで，専門的な

見地からの監査を担保するため，社内の専門的な知見を有する人材又は外部専門家

による，環境関連法令に基づいた定期的な外部監査の実施が検討されるべきである。 

 

６ 新規事業に詳しい人材の確保と子会社における専門性を有する社外取締役の活

用 

前記（第１３－２（６）ア）のとおり，灰再資源化事業に詳しい人材の不足が，

本件不適正処理の要因の一つとして考えられる。 

この点，環境事業におけるリスクの多さや高さはこれまで述べてきたとおりであ

り，その専門性の高さや分野の広さにも鑑み，現在すでに実施している当社従業員

の環境省への出向などをより積極的に行って，環境事業に詳しい人材の育成を進め

るべきであり，また，中途採用による環境事業に詳しい者の確保も有用である。 

さらに，新規事業を子会社で行うに当たり，当社本社から新規分野に詳しい者が

いない場合も想定されるところ，そのような場合には，新規分野に詳しく，かつ，

経営に関する素養も兼ね備えた人材を外部に求め，その者を子会社の社外取締役と

して活用することで，内部統制を強化することも検討に値する。 

 

７ 内部通報制度の実効化と定期的な子会社アンケートの実施 

本件においては，販売する造粒固化物に土壌環境基準値を超える重金属等が含ま

れていることが発覚した時点，さらにはＤ社に対し同様の造粒固化物を販売する時

点で，当該問題を提起する情報が本社にあがれば早期に対処でき，ここまで事態が
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悪化することはなかった。すなわち，社内不祥事においては，いかに早期にこれら

の情報を本社が汲み取ることができるかが問題であり，被害の最小化に直結する問

題である。 

現在，子会社も含めた内部通報制度が設けられてはいるものの，本件では機能し

なかったが，それは子会社役職員にとっても，重金属等の問題について専門的な知

見に乏しく問題に気付けなかった結果，内部通報制度が機能しなかったといえる。

つまり，内部通報制度を実効的に機能させるためには，単に内部通報制度を設置す

るだけでは全く足りず，少なくとも内部通報制度の使用を動機付ける程度には，子

会社の役職員らのコンプライアンスの意識及び問題を認識するに足る知識の向上

を図り，かつ内部通報制度の機能をさらに理解してもらうことが必須である。 

既に内部通報制度の実効化に向けた当社グループにおける研修を含めて啓発活

動は行われているが，さらに実効性を確保すべく実施することが有用である。 

また，子会社役職員において，本件のように法的問題に気付かない場合であって

も，例えば土壌環境基準を超過した重金属等の取扱に対する漠然とした不安は持つ

ものであることから，定期的に子会社役職員に対するアンケートを実施して，事業

リスクとなり得る不正やリスクの芽を早期に摘み，対処する機会を設けるべきであ

る。 

 

８ コンプライアンス教育の徹底 

当社内では，これまでも定期的にコンプライアンス研修は行われてきたものであ

るが，廃棄物事業分野におけるコンプライアンス研修は行われてこなかった。当社

として，今後も環境事業を推進していく以上，廃棄物事業分野も含む環境問題に係

るコンプライアンス教育を役職員に徹底していく必要がある。 

特に，本件発電事業の企画及び運営においてその検討や進捗報告が部長職以上に

も行われていたことに鑑みると，部長職以上の者に対してもコンプライアンス教育

の徹底が望まれる。 

  



   

 

80 

 

第１５ 結語 

今回発覚したＮＢＰにおける廃棄物の不適正処理案件は，直接には，現場におい

て廃掃法の正しい理解が欠落し，結果として，法の適切な履行ができなかったこと

に起因している。はなはだ基礎的な失敗であり，誠に遺憾である。しかし，その遠

因としては，当社にとって新規な分野に進出するに当たっての事前のリスク評価な

どが偏ったものであったことが挙げられる。目の行き届かない事項がある中で事業

が進行し，リスクが顕在化したものである。これらの点を踏まえると再発防止策と

しては，廃棄物を取り扱う現場において環境マネジメントの仕組みを確立し，履行

するだけでなく，全社的な環境監査等の仕組みを導入する必要がある。そして，こ

れらにとどまらず，将来，新規事業分野に進出することの意義がますます高くなる

ことに鑑みれば，新規事業の社会・環境側面を含めた事前評価の仕組みづくりが強

く望まれる。当社グループ全体でこのような仕組みの早急な具体化を図るべきであ

る。なお，土壌環境基準に定める数値を超えて重金属が溶出する造粒固化物が使用

された箇所における健全な環境の再生は，何を置いてもまずもって早急に実行すべ

きである。 

以上 




















